
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

401

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進すべ
き

すぐに実用できる成果
の開発をめざした事業
であり、様々な課題を抱
える現場にとっては重
要な事業であるため、こ
のまま推進していくべき
である。 
なお長期的な視点に立
って考えなければならな
い林業分野にとっては、
事業期間が原則3年最
大5年というのはかなり
厳しいので、研究期間
の拡大（原則5年最大10
年）をお願いしたい。

研究期間中に明らかに
なった成果は、速やか
に現場へ普及し、現場
で使いやすい成果にす
るための改善点などの
意見を収集しながら、よ
り実用的な研究成果と
なるよう努力している。

402

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24134
戦略的創造
研究推進事
業

このまま
推進すべ
き

『戦略的創造研究推進
事業』（ERATO, CREST
等）の事業推進と拡充を
強く求めたい。また、近
年、生命活動において
極めて中心的な役割を
果たしているRNAに関
する研究に対して補助
が乏しいと思われるの
で、分野選定には改善
を望みたい。

『戦略的創造研究推進
事業』が、独創性のある
世界トップクラスの研究
を今まで大いに推進し
てきたことは、アウトプッ
トとしての論文数、技術
の応用などの面から見
て、誰の目にも明白な
事実である。この制度
は日本の科学基盤を拡
充するために、科研費
の拡充とあわせて、この
まま推進すべきである。

403

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進すべ
き

花粉症ワクチンの研究
を進め、早く実施の体制
を整えてほしい。

 花粉症の症状は以前
は子供にはあまりみら
れなかったが、最近は
重度の花粉症症状を発
症する子供も多い。 
 
 甥もスギ花粉の時期
になると、激しい症状が
出るため、授業中の集
中力が途絶える、眠り
が浅くなり慢性的な寝
不足になる等、影響が
出ている。 
 通院・服薬を行ってい
るが、あまり効果はみら
れず、また、通院の負担
も大きい。 
 
 このような負担を軽減
し、子供に安定した学校
生活を送らせることは重
要であり、花粉症ワクチ
ンの開発を進めること
は非常に有意義なこと
である。
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404

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進すべ
き

科学研究費補助金は、
全国の大学や研究所の
研究者が、科学技術を
支える学術研究を推進
するための基盤となるも
のであり、このまま推進
することを強く要望す
る。

予算の中には、不要な
事業も見受けられるが、
この科学研究費補助金
は、全国の研究者にと
って生命線である。この
予算を減額するのであ
れば、我が国の将来は
ないに等しい。これまで
も研究者たちは、決して
無駄に利用しておらず、
研究に対する使命感を
もって活用してきた。

405

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24164
高速増殖炉
サイクル技術
の研究開発

このまま
推進すべ
き

高速増殖炉サイクル技
術の研究開発に必要な
平成２３年度予算につ
いては、必要な研究開
発資源を投入すべき。

 高速増殖炉サイクル
技術は将来のエネルギ
ー安定供給に必要な技
術であり、昨年の事業
仕分けにおいても認め
られているところ。 
 平成２３年度は「もんじ
ゅ」の性能試験を安全
に実施していくとともに、
実証炉の実現のための
研究開発に対し研究開
発資源を重点化していく
必要がある。

406

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24122
ターゲットタン
パクプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

ターゲットタンパクプロ
グラムにおいては、重
要な課題が多く今後の
成果もまだまだ期待で
きることから、推進すべ
き施策だと考えます。

創薬に結びつく研究や
技術開発など、大学や
企業から注目されてお
り、これまで進めてきた
研究を価値あるものに
するためには、施策を
継続せねば意味があり
ません。

407

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進すべ
き

技術立国日本を支える
のは優秀な技術者，研
究者であり，日本のトッ
プクラスの大学が総力
を挙げ，優秀な学生を
養成することは，人材養
成だけでなく，その過程
で大学を世界トップクラ
スに引き上げる効果が
ある．世界のトップクラ
スの大学が生き残りを
賭けて優秀な学生を世
界中から集めていること
を見てもその重要性は
明らかである．これを国
策として重点的に行うこ
とは，長期的に見て非
常に意義があり，これを
行わないと確実に諸外
国，特に中国や韓国に
負けてしまうと思う．具
体的な施策の方法とし
ては，従来型のＣＯＥの

過去10年間，同様な趣
旨の国策によって多くの
博士課程学生を養成
し，ヨーロッパやアメリカ
を含む諸外国からの学
生や研究者も多く私の
大学・研究室で研究を
行うことができるように
なってきた．そのおかげ
で，私の研究室の学生
を海外の教員と共同指
導するだけではなく，海
外の大学から学生の共
同指導の依頼が増加し
ており，その幅もどんど
ん広がっている．これ
は，明らかに，同様の施
策の効果であり，さらに
同様の目的で，そして
時代の要請に応じた新
しい方式の施策を継続
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ような形にとらわれず，
大学組織そのものを変
革・再構築するようなフ
ォースを国策として挙げ
ていたたければ，日本
の大学はさらに発展を
遂げると思う． 

することは，これまでの
施策の波及効果との相
乗効果で大きな成果を
挙げることができると思
う．

408

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業/グローバ
ルCOEプログ
ラム

このまま
推進すべ
き

教育の予算の極度の削
減は、この十年後に悪
影響を及ぼします。すで
に過去の政権に壊され
てきた教育、これ以上
の削減は、逆に危険で
あり、実は今でこそ、教
育への投資を充実し、
未来の国の繁栄をめざ
すべきなのではなかろう
か、と考えます。

国の財産は、なにも自
然資源だけでなく、知の
財産もあるわけで、それ
には、国による投資が
必ず必要となります。も
ちろん、大学だけに投
資するのでなく、小中高
から大学院まで、まんべ
んなく投資すべきなので
すが、一番見返りが即
効であらわれるのは、
大学院教育の充実で
す。日本は、その点で
は、アメリカに２０年以
上、ヨーロッパの先進諸
国にも遅れをとっている
とおもいます。 
それを改善するために、
上記の意見を述べてい
るわけです。

409

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進すべ
き

予算の増額をすべきで
ある。

科学研究費は日本の基
礎研究を支えるもので
あり、将来の日本の科
学技術のシーズを生み
出すためにも、若い研
究者の研究を支えるた
めにも重要である。こう
いったボトムアップ型の
研究費を拡充すべきで
あると考える。

410

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24002
海洋生物資
源確保技術
高度化

このまま
推進すべ
き

海洋生物の利用は豊か
な生態系なしには成立
し得ない。生態系を保
全した上で生物生産力
を利用するための基礎
研究が必要である。こ
の研究課題は今後予想
される食糧問題の解決
に欠かせない。

生物資源の基礎研究に
基づく資源の管理は、
合理的な利用を可能に
する。これまで農林水産
省が取り組んできた課
題の中で不足している
点なので、この課題で
取り組むべき。

411
大学・
公的
研究
機関
（独

40～
49歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラッ
ク定着・普及
事業

改善・見
直しをし
た上で推

特にどこがまずいと考え
ている訳ではないが、 
単に欧米の真似はいけ
ない。 

このご意見募集にしても
自分たちでオリジナルな
政策を考えつかない、
考えついても批判があ
る、ので「国民の意見、
みんなの意見」というの
に頼っている、負けてい
るのでは、と（厳しいが）
考えてしまう。 
そんなこときくなよ、自
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法・公
設試
等）

進すべき 日本独自の方策がでて
くるべきと思う。 

信がないのか、と思って
しまう。 
文部科学省も最初は人
（欧米）真似でもいい
が、最終的には独自の
色をださないといけない
と思う。

412

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

GCOEプログラムをさら
に拡充する。

科学の発展には、研究
自体の進行と、次世代
の人材教育が重要だと
思います。これを進める
上で、GCOEプログラム
は必須のものと考えま
す。

413
官公
庁

30～
39歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進すべ
き

本事業は、中長期的に
見て、地域の産業振興
と活性化に資する重要
な事業であると思う。着
実に成果の芽が出つつ
ある地域がある中、途
中で予算を削減すれ
ば、せっかく取り組んで
きたその芽を摘み取る
ことになりかねない。当
初の計画どおり、最優
先に応分な予算の確保
をお願いしたい。

長野地域は、平成２３年
度で計画が終了する
が、知的クラスター創成
事業から換算して１０年
目を迎える。「これまで
の成果」に掲載されてい
るように、全国のモデル
地域として、産学官が総
力を上げて取り組んだ
きた成果の最終仕上げ
を果たせるよう、事業確
保をお願いします。

414

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

現在以上に多くの人材
を確保するため，さらに
集中的に資金を投入す
べき。

経済的な理由から、多く
の優秀な大学院生が睡
眠時間を削って研究と
アルバイトを両立させな
ければいけない現状が
ある。これでは研究成
果も落ちてしまうし，実
際に私の周りの多くの
優秀な大学院生がこの
ような状況から逃れよう
と、博士課程への進学
を断念して企業に就職
してしまう。大学に残る
か，企業に残るかは博
士号を取ってからの選
択肢であるべきではな
いだろうか。

415
公益
法人

40～
49歳

文部
科学

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成

このまま
推進すべ

本プログラムの推進を
強く要望します。地域の
産業振興のためには、
地域が主体性をもって
科学技術・研究開発に
関する戦略を構築し推
進して、産業創造に繋
げることが必須であり、
そのためには、自治体
はもちろん、地域の大

「新成長戦略」において
「産学連携など大学・研
究機関における研究成
果を地域の活性化につ
なげる取組を進める」と
されたことを踏まえ、本
プログラムはその実現
に向けて、地域の大学
等研究機関の連携によ
る地域貢献機能の強化
を図るものであることか
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省 長戦略実現
支援プログラ
ム）

き 学・公設試・企業群等が
緊密なネットワークを構
成することが不可欠で
す。本プログラムの趣旨
はまさにこの目的に合
致し、地域の産業創造、
ひいては雇用促進・人
材育成に大きく寄与す
るものと考えられます。

ら、非常に重要であると
考えられます。また研究
段階から事業化までシ
ームレスに展開できるよ
う、関係府省の施策を
総動員して支援するシ
ステムは極めて画期的
で、大きな効果が期待
できます。

416

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

名古屋大学の教員で
す。 
日本が世界に誇れるこ
との一つは、総じて高い
レベルの教育が大勢の
国民に行き届いている
ことではないでしょうか。
この点において、大学
院教育で人材育成に力
をいれたGCOEプログラ
ムは、日本の長所をさら
に伸ばすよい戦略だと
思います。

現在の大学における研
究活動の大きな部分
は、研究に没頭できる
大学院生たちの活躍に
よるものです。彼らは早
い時期からGCOEプログ
ラムの援助を受けて、
共同研究のための海外
滞在や、国際会議へ出
席し議論・発表を行って
います。この刺激がま
た、彼らの研究や勉強
の動機となり、非常によ
い循環が生まれている
ことからも、このまま推
進すべきです。

417

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24176

光・量子科学
研究拠点形
成に向けた
基盤技術開
発

このまま
推進すべ
き

光技術はレーザーの登
場で大きな発展を遂
げ、その後の量子力学
や相対論など多岐にわ
たる科学分野の発展を
支えてきた。すでにその
流れはIT分野などで始
まっているが、これらの
科学技術がいよいよ産
業分野へと拡大する時
代がもうそこまでやって
きている。これまで同
様、これからの日本を支
える基幹技術として位
置づけて推進して頂き
たい。

産業分野においてもナ
ノテクというキーワドの
もとに様々な分野にお
いて極小の世界での物
づくりへと移行してい
る。極小（量子）の世界
は、これまでの物理とは
異なる量子力学が支配
する世界である。これら
の世界における物性な
どの診断ツールを開発
することは急務であり、
本施策での実現が期待
される。本施策で期待さ
れる成果は今後の産業
を支える重要な技術と
なり得る。

418
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

40～
49歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設（SPring-
8）

このまま
推進すべ
き

Spring-8のような共用施
設の存在は、これから
最先端的な研究実験／
技術試験等を行うのに
必須なもので、逆に更な
る投資を行うべき分野

Spring-8のような、高輝
度かつ高精度のbeam 
facilityは世界にもまれ
で、その存在は重要で
す。もう少し小さく、エネ
ルギーの低い領域でな
ら、大学レベルで運用
するようなことも海外
（特にアメリカ）ではあり
ますが、日本ではまだ
そのレベルには至って
おらず、どうしても
Spring8のようなおおき
な施設に頼らずにはい
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等） であるとも考えます。 られません。逆にこの施
設がなくなってしまった
りすると、日本の大学レ
ベルで行われる研究実
験等は、海外との競争
力を失いますので、そ
れは是非にも避けてい
ただきたいと考えます。

419

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

こういった場の形成のた
めの研究者または研究
グループレベル 
での活動を支援するの
であれば数理科学の発
展にとって意味が 
あると思う．長い目で見
ることが必要であり，性
急に成果を求 
めてもはっきりした結果
は見えてこないだろう．
他分野との連 
携を視野に入れるにし
ても，数理科学そのもの
をしっかり研究 
していくものでなけれ
ば，成果はまったく期待
できないであろ 
う．

ここ数年，数理科学にと
ってあきらかにミスマッ
チと思われる 
基準が導入されてきた．
その代表が「役に立つ
かどうか」とい 
う基準と「他分野との連
携」である．数理科学の
目的は真理の探求その
ものにあるので「役立
つ」ことや「連携」をすべ
ての数理科学の前提に
すると狭い範囲に閉じ
込められてしまい，研 
究の多様性を阻害して
しまう．あくまで「数理科
学」の価値観 
が優先されなければな
らない．

420

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177 J-PARC
このまま
推進すべ
き

日本が世界に誇れる素
粒子・原子核実験施設
であるJ-PARCの存在
は、ニュートリノ振動の
結果により次のノーベ
ル物理学賞を引き寄せ
る力がある。このままど
んどん推進して、ノーベ
ル物理学賞を取り、日
本全体の活力へとつな
げていけば、日本をもっ
とすばらしい国にでき
る。

資源を持たない日本国
は、科学を前面に出し
て世界と競争するべき
である。もっともっと科学
へ力を入れましょう。

421

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24119

24119ナショ
ナルバイオリ
ソースプロジ
ェクト

このまま
推進すべ
き

国内外の生物資源のリ
ソースとして、蒐集と配
付をする、中核機関とし
ての役割をこれまでも
果たしきた重要なプロジ
ェクトである。このまま
発展させるのがよいと
考える。

我が国の貴重な、資源
を保守するための役割
は大きい。科学技術を
発展させるために、貴
重で、かけがけのない
プロジェクトである。

422

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

諸外国が研究費を増や
しているなか、日本だけ
減らすとは、国の弱体
化を狙っているとしか思
えない。

資源のない我が国が国
際競争力を保つには、
科学・技術に資金を投
入し、将来の飯のタネを
作っていく他ない。一度
競争から取り残されれ
ば、再び追いつくことは
不可能。
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423

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

大学教官の立場からの
意見であるが、大学院
生の研究環境を整え
る、また勉強・研究に集
中しやすい環境を作る
のに役に立っている。

優秀な若手研究者を集
めることで、学生と教官
の間の交流が比較的年
齢の近い研究者を間に
挟むことで活発にできる
ようになったと考えてい
る。

424

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進すべ
き

科学研究費補助金は，
優れた研究機関や研究
課題が研究を行う上で
金銭的な補助を行って
おり，その役割は極め
て大きい．大学の運営
費だけでは試薬や器具
など必要な物資や備品
をそろえるのに十分とは
いえず，優れた研究課
題を十分に推進するた
めには科学研究費補助
金のような大規模な支
援が必要である．よっ
て，このまま科学研究
費補助金を推進するべ
きであると思う． 

日本が世界における影
響力や国際的地位を保
つためには，突出した
分野を持つ必要があ
る．日本人科学者の活
躍は目覚ましく，国家が
力を入れて支援するべ
き分野であると考える．
そのために，優れた研
究課題に集中的な金銭
的支援を行い，機器や
試薬の調達が可能な環
境で十分に研究活動を
行えるようにするべきで
ある．

425

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20112

ユニバーサ
ル音声・言語
コミュニケー
ション技術の
研究開発

このまま
推進すべ
き

平成２１年度に全国で
実施した音声翻訳実証
実験により、各地域で必
要となる固有名詞（固有
表現）を追加すれば、そ
れなりに役立つことが成
果として明らかになっ
た。英語圏に限らずいろ
いろな国や地域から訪
れる観光客が増えると
見込まれることから、言
語の壁を超える技術に
より、経済効果が期待
できる。また、日本で生
活する外国人（日本語
が不自由な居住者）が
多く存在するため、言語
の壁を超える技術によ
り、安心・安全な社会が
期待できる。このまま推
進し、早くもっと実用とな
る技術とすることが重要
である。

平成２１年度に全国で
実施した音声翻訳実証
実験で、当初の計画に
はなかった広島地域で
も、広島の固有名詞（固
有表現）を追加してもら
い、いくつかのホテルで
小規模な実験を実施す
ることができた。広島市
は国際平和文化都市で
あり、外国からの観光
客が多く、また、地域の
産業を支えるためなど
の理由で、広島地域で
生活する外国人（日本
語が不自由な居住者）
も多い。実験ではなく、
本当に実用として使うた
めには、必要な単語を
自動的に集めて登録す
る技術や、使い勝手を
向上させる技術が不足
している。その研究開発
を加速するためにも、こ
のまま推進していただき
たい。

大学・

このグローバルCOEプ
ログラムを利用して、多
くの学生/研究者が各自
の研究に取り組んでい
ます。 
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426

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

このように研究に集中し
て取り組めるのは、グロ
ーバルCOEプログラム
としての予算が確保さ
れ、その予算から研究/
研究者に関わる支援の
お陰であると思っていま
す。 
ぜひ今後とも、プログラ
ムを推進していただきた
いと希望致します。

同上

427

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進すべ
き

日本国内において学術
研究、その中でも実用
性を動機とするものでな
い種の研究、が推進さ
れ、発展される上で唯
一の研究費である。 

科学研究費補助金の施
策が廃止、又は縮小化
される時点で、我が国
における基礎的研究は
完全に停止する。研究
に関連する他の多くの
施策は、「実用性の立
場」が重点的に推進す
ることが主な動機である
と想像するが、学生の
興味は、国の施策とは
無縁に決まり、まさに新
学術の生み出される土
壌がそこにあることを再
認識すべきである。

428

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

グローバルCOEの施策
は、元来運営費交付金
などの縮小の見返り
に、Top30構想として開
始した経緯があったも
のの、残念ながら毎年
減額を余儀なくされてい
る。しかしながら、こうし
た教育・研究を目的とし
た歳出減額は、1-2年の
スパンでは目に見える
変化は無いかもしれな
いが、2-30年後の日本
のサイエンスのレベル
のを明らかに低下させ
るものと危惧される。よ
って、他の特定の研究
や教育だけに特化した
プログラムとは異なり、
その両方を有機的にリ
ンクさせながら推進して
いるグローバルCOE
は、科学・技術立国日
本の将来ヴィジョンを考
えると、現在の事業規
模を維持しながら推進
すべき重要な施策であ
る。

高等教育関連のここ２０
年の施策は、一貫性を
持たないために、ゆが
んだ構造を生み出した
と考えられる。その中で
も、大学院重点化、大
学法人化、top30構想、
運営費交付金減額は、
学生や若手研究者に大
きな影響を与え、現在
の大学運営に大きな影
響を生み出してきた。グ
ローバルCOEは、大学
院重点化とセットとなる
施策であるにもかかわ
らず、開始以来２年連
続の減額（特に昨年度
は3割減額）となり、これ
以上の減額は事業推進
をほぼ不可能なものに
することは明確である。
できれば場当たり的な
施策に左右されずに、
グローバルCOEのよう
に、日本の大学院教育
の根幹にかかわるよう
な施策こそが重視され
るべきである。

この分野の専門家とし
て意見を述べさせて頂

現在NICTを中心に検討
されている案のほとんど
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429
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤技
術に関する
研究開発

推進すべ
きではな
い

きます。新世代ネットワ
ークに関する研究開発
が極めて重要であるこ
とについては、全く異論
はありません。しかしな
がら、現在の当該研究
開発の目指しているとこ
ろは、本来あるべき方
向性から大きく外れてお
ります。この原因として
は、現在のNICTを中心
とした研究体制、および
指導者の問題が考えら
れます。このような研究
テーマこそ、現在政府
内で検討が進んでいる
「国立研究開発機関」が
主導して行うべきです。
現在の体制のままで
は、国民の血税を無駄
に使うだけであり、非常
に懸念されます。このま
ま研究を進めたので
は、将来、我が国が新
世代ネットワークの主権
を獲得することはできな
いと思われます。

は、既存技術の焼き直
しに過ぎないものであ
り、国が主導して行う研
究内容ではありません。
また、通信の実情とユ
ーザニーズ動向、また、
それを基にした将来の
あるべき姿の検討が不
十分であるため、サービ
ス化に至るシナリオが
なく、研究のための研究
になってしまっておりま
す。また研究体制も極
めて偏った人選となって
おり、また現在の研究
内容も鑑みますと、指導
層の実力不足も否めま
せん。諸外国において
この分野の検討が急速
に進んでいることは確
かであり、いち早く研究
を進めるべきですが、だ
からこそ、この時点で研
究執行機関、体制およ
び研究内容を一から見
なおすのが適切だと考
えます。

430

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24191
第26号科学
衛星
（ASTRO-H）

このまま
推進すべ
き

この科学観測衛星の計
画は、まさに最先端を行
く国際協力の元で開発
されているので、日本の
科学力の底力を世界に
宣伝するには非常に重
要なミッションです。 
 
このミッションの成功
は、どれだけの優秀な
人員を作業場につぎ込
めるかです。それには
お金がかかります。た
だ、その投資を通じての
知の財産は今後も生か
されていくので、絶対に
無駄にはならないので
す。

このASTRO-Hが打ち上
げられる期間には、この
手の科学衛星がほとん
ど機能していない可能
性があり、X線天文学で
最も重要な科学衛星に
なる可能性はほぼ保障
されています。先日の
科学研究課題の審査会
でも、このミッションは高
い評価をうけているは
ず、その理由も上記に
あるようなものであると
聞いております。それ
故、予算が限られてい
るからといって、極端な
予算削減を行うのは、
宜しくないと考えます。 

431

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

学生、若手教員に対す
る教育策がすばらしい。
他に類をみない、積極
的な取り組みである。世
界の一流大学における
教育と伍するためにも、
さらに推進する必要が
ある。研究面では、プロ
グラムならではの研究
にもう少し力が入れられ

教育に対する試みは、
やって然るべきだがこ
れまではやられてなか
ったことが多数行われ
ている。研究に関して
は、プログラムと関係な
く進めている研究のた
めに、エフォートが減
る。プログラム特任教員
に関しても、短い雇用期
間しか保証されないた
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るような施策体制が必
要。

め、やはり全力で取り込
みにくい状況になってい
る。

432

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

このまま
推進すべ
き

理数系の学生の上位層
に対する政策支援を強
めるべきである。 
当計画はこのまま進め
るべきだが、高校から大
学院まで、理数系の生
徒・学生に対する支援を
質量ともに強めるべきで
ある。

先進国となった日本で
は「均一な労働力」では
なく、「独創性を持った
研究者や技術者」や「経
験したことのない状況で
正しい判断ができる管
理職」が必要である。 
ところが、現実には理数
系を目指す学生の数は
少なく、政策的な努力を
強めないと必要な人材
が確保できない。少子
化、大学生の学力低下
など悪条件が重なって
おり、上位層に対する人
材育成政策を強めない
と、日本の将来はない。

433

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革革新事
業のうち，グ
ローバル
COE

このまま
推進すべ
き

不満足な規模ではある
が，現時点では推進し
なければ基礎研究 
は衰退の一途をたど
る．ただし予算の配分
はやや不適切だと思 
う．ばらまきは無駄が多
いというのは定説になっ
ているようで 
あるが，疑問である．あ
まりに一所に集中させ
る現行方法には 
別種の無駄がある．研
究者が研究に専念する
には安定したポジ 
ションが不可欠である
が，その改善にはほと
んど寄与がない． 
結果的に研究者を生か
しきっていないという，
計り知れない 
「無駄」が生じている点
に着目しなければなら
ない．その点の 
改善をお願いしたい．

基礎研究にかける金額
の少なさでは先進国中
最下位のわりには 
がんばっているというの
が現状である．お金を
かけなくてもで 
きる施策はいくらでもあ
るが，それを実行するた
めの人のため 
のポジションがなさすぎ
る．研究者には安定し
た環境のもとで 
研究をさせてほしいと願
うばかりである．

434

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24176

光・量子科学
研究拠点形
成に向けた
基盤技術開
発

このまま
推進すべ
き

この施策は積極的に推
進すべきだと考えてい
ます。 

光・量子科学は日本が
世界をリードする科学分
野であると同時に、その
発展は他分野への波及
効果が非常に大きい分
野であります。日本が今
後、科学技術大国として
経済的に発展していく
為には不可欠な分野で
あり、その発展に資する
この施策は積極的に推
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進すべきだと考えまし
た。

435
官公
庁

30～
39歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

地域イノベーションクラ
スタープログラムの発展
版との認識をしておりま
すが、ソフトヒューマン
の支援だけでなく、地域
企業の貢献に資するハ
ードの予算の確保もお
願いしたい。

人材を強化しただけで
は、地域企業の研究開
発力を強化することは
できない。次世代環境
製品の急速な発展な
ど、社会の動きや価値
観が急速かつ劇的に変
化している中、それに対
応した競争力ある継続
的な研究開発への地域
の総力を上げた取り組
みが欠かせない。その
ため、技術進歩に対応
した研究設備などのハ
ード整備への予算確保
が必要であると思われ
る。

436

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122
ターゲットタン
パク プログラ
ム

このまま
推進すべ
き

これまで通りの予算規
模での研究を進めさせ
て頂きたい。

薬剤の設計において蛋
白質の立体構造情報は
非常に有用であるが、
薬剤の標的となる蛋白
質の多くは、発現や立
体構造解析が困難なも
のが多い。そのような蛋
白質の立体構造解析を
成功させるためには、
大学・研究機関が力を
結集して、技術革新を
行い、新たな構造解析
手法を開発して行くこと
が必要不可欠である。
このプログラムにおいて
は、すでにこれまで解析
困難であったターゲット
の構造解析のための基
本的な技術が開発され
てきており、実際の構造
解析結果が得られるの
も間近という状態であ
る。これまでの研究成果
を無にしないためにも、
来年度以降もこれまで
通りの予算配分をお願
いしたい。

437 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進すべ
き 科学研究費は、学術研

究を進める上で必要不
可欠な役割を担ってお
り、これなくしては日本
の学術研究は成り立た

科学技術立国を目指す
上で、学術研究の充実・
拡充は必要不可欠であ
る。しかしながら、対
GDP比でみた日本にお
ける研究への公的投資
額は、先進諸国中最低
レベルであり、将来的な
国際競争力低下が危惧
される状況である。この
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設試
等）

ない。 ような状況を打破し、日
本の国際競争力を学術
研究面から支えてゆくた
めにも、科学研究費補
助金の一層の拡充が必
要である。

438

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法則
の探求

このまま
推進すべ
き

高度化によって、新しい
物理法則の解明に繋が
る可能性があるので推
進すべきである。

Bファクトリーの高度化
によって、新しい物理法
則の探求以外に、若手
研究者の人材育成や、
新しい技術開発が見込
まれる。これらは、今後
作られる重粒子線がん
治療用や素粒子実験用
の高性能加速器の基盤
技術となるため。

439

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24107

（独）理化学
研究所運営
費交付金「環
境・エネルギ
ー科学研究
事業（内、バ
イオマスエ ン
ジニアリング
研究）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

「国内外の大学・研究機
関と連携して効果的・効
率的に実施」、とうたっ
ているが、本当にそのよ
うに運営されているの
かチェックされるべきで
ある。

国内大学の研究レベル
を理研が先頭に立ち推
進するのはよいことだと
思う。が、それを名目に
しながら理研内部で予
算を独占するようではい
けない。

440
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24002
海洋生物資
源確保技術
高度化

このまま
推進すべ
き

現在、日本の水産増養
殖の研究は、各大学や
各研究施設等で様々に
進められているが、まだ
まだ十分とは言い難
い。 
海洋資源の基礎的な研
究から、増養殖技術ま
で研究課題は山のよう
にある。 
日本の水産資源の確保
のためには、これらの研

 現在、日本の水産資
源の自給率はおよそ半
分である。 
これは２０年ほど前まで
１００％だったことを考え
ると、非常に減少してお
り危機的な状況である。
日本人にとって、魚介類
は米と同様、身近でか
つ栄養的、食文化的に
もなくてはならない物で
あることは言うまでもな
い。早急に国内の水産
資源の生産量の減少を
食い止め、増加させる
取り組みは必須である
と思われる。 
 
 一方、中国を始めとし
て今まであまり魚を食
べていなかった国々
の、水産物への需要が
急激に高まってきてお
り、日本が海外から水
産産資源を獲得するこ
とも大変厳しくなってき
ている。 
 国内の農業自給率も
大変低くかつ、なかなか
上がらない中、水産資
源の自給率の低下は、
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究を早急に推し進める
ことが、何より重要だと
思われる。

国民の食料のほとんど
を自国で確保できなくな
ることとなり、大変危惧
する状況になっている。
 
 現在の円高は輸入に
は好都合であるが、為
替が今後どのような変
動をするかは予想でき
ない。円安に移行してい
けば、たちまち食糧の
高騰化が始まり、その
供給も難しくなるだろう。
 
 このような状況で、水
産資源の自国での確保
は、一刻も争う重要な課
題である。そのために、
水産資源の研究は最優
先で進められる研究の
一つであると思われる。

441

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

G-COEの援助をこのま
ま推進すべきだ。

研究開発を縮小するこ
とは日本の世界におけ
る武器をそぐことに同義
であると認識する。もち
ろん民間の技術を応援
することで補うことも可
能かとも思うが、その人
材を育成する出先機関
への補助も馬鹿にして
はならないと個人的に
は考える。

442

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

このまま
推進すべ
き

この施策は、どちらかと
言えば基礎研究に分類
される内容であるが、大
学ではとても実施できな
いような規模で実施され
るところに国家事業とし
ての意義が認められ
る。地球内部の活動
が、人間社会に比べ遥
かに時間スケールの長
い現象であることを考慮
すれば、今後も、継続し
て実施する事が望まし
い。

地震・津波防災等の社
会にとっての直接的なメ
リットを確実なものにす
るために、このような大
規模な基礎研究の裏付
けが必要である。実施し
ている施策は規模の違
いから、大学における研
究との重複はない。これ
までに、顕著な実績が
多く得られており、当該
分野への貢献も十分と
認められる。また、予算
的な合理性にも注意を
払って実施されている。

新世代ネットワークのテ
ストベッドとしての位置
づけであるのであれば、
新世代ネットワークに関
する研究開発自体、そ
の研究内容、方向性に
大きな問題があるため、

NICTを中心に行われて
いる新世代ネットワーク
に関する研究開発内容
は、現状技術の延長に
過ぎず、この研究の実
証実験のためのJGN-X
ということでは、国民に
説明が付かない。また
JGNとSINETのあり方に
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443
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）構
築事業

推進すべ
きではな
い

本プロジェクトは行うべ
きではない。また、過去
のJGNからの継続的な
位置づけで、広く研究者
に開放するネットワーク
という位置づけであって
も、文部科学省のSINET
系ネットワークとの重複
問題がある。JGNと
SINETを統合することに
より、無駄の排除を行う
ことが先決である。

ついては、JGNはそれ
自体が研究目的、
SINETは研究教育イン
フラという整理が過去に
なされているが、これは
総務省、文部科学省が
それぞれ自己のインフ
ラを擁護したいがため
の理由だと思われる。
税金の無駄遣いをなく
すためにも、SINETと
JGNの統合について、
至急検討すべきである
と考えます。

444

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

日本の文化、科学技
術、ひいては国際競争
力の原動力である大学
および諸研究機関への
競争的資金を拡充する
ことはあれど、削減など
論外。

現在、我が国日本は経
済的に安心できる状態
にあるとは言い難いが、
これは明らかに経済対
策の失敗が原因であ
り、日本の将来を担う研
究への投資を削減して
対応しようとするのは愚
策であるばかりか、国家
としての自殺行為であ
る。

445

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進すべ
き

この「RIビームファクトリ
ー計画の推進」は「世界
のトップ」に我が国が世
界をリードしている「RIビ
ーム科学」分野のプロジ
ェクトです。トップの座を
維持し続けるためにも 
この計画を推進すること
が必要不可欠と思いま
す。

この分野は日本人グル
ープが世界のトップを拓
いてきたパイオニア的
分野である。米国・ドイ
ツを中心とする欧州さら
には近年中国が激しく
追いかけてきているの
が現状。この政策継続
が小柴先生に次ぐ実験
分野での「ノーベル物理
学賞」を狙う上で重要。
またこの研究分野でトッ
プを維持し続ける事が、
次世代をになう若手後
進の育成に繋がる。

446

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

若手研究者に奨励金が
給付されるのは良いこ
とだが、１人あたり10百
万円の給付は多すぎだ
と思う。

日本学術振興会特別研
究員の場合の給付額を
参考にして、１人あたり
の給付額を1/3の3百万
円程度に減らし、採択
予定人数を３倍の100人
に増やしてはどうかと思
う。

447

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

20～
29歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

若手研究者育成の観点
で非常に重要と考えて
います。

複数のポスドクのポジシ
ョンを供給できるからで
す。（パーマネント研究
者のポジションが増えな
い限り、）ポスドクポジシ
ョンの十分な数を供給・
維持することは、若手研
究者育成の観点で必要
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等） 不可欠と考えます。

448
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

このまま
推進すべ
き

脳科学の社会への還元
は非常に重要な使命で
ある。これを進めている
脳科学研究戦略推進プ
ログラムは非常に優先
度が高い、施策であり、
このまま推進すべきで
ある。

脳科学の社会への還元
の方法には、人間の社
会性に関わる脳の機能
をイメージング等で示す
というやり方と同時に、
脳の機能を分子レベ
ル・遺伝子レベルまで掘
り下げるというやり方の
2種類のアプローチがあ
る。脳科学研究戦略推
進プログラムは、この
「応用」と「基礎」を組み
合わせ、より「実用」に
向けた取り組みをしてい
る、数少ない施策であ
る。

449

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20107
戦略的情報
通信研究開
発推進制度

このまま
推進すべ
き

地域の科学技術振興施
策は、地域の課題を解
決し地域の活性化を実
現して日本に繁栄をも
たらす重要な施策であ
るため、「地域の研究開
発」を対象とする本事業
を強力に推進すべきで
ある 

科学技術は日本や世界
の課題解決を通じて人
類の幸福を実現する重
要な事業であるが、そ
の実施事業は、エネル
ギー、バイオ、宇宙開発
といった分かりやすい分
野に集中し、同時に事
業費も東京に一極集中
する傾向が顕著であ
る。 
しかしながら、科学技術
には地域の課題を解決
し、地域の活性化を実
現して、日本に繁栄をも
たらすという大きな役割
があることから、地域に
も研究開発の可能性を
残す本事業の推進に期
待したい 

450

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

このまま
推進すべ
き

日本が科学の分野で国
際的にリーディング的立
場を保つためには，欧
米諸国に肩を並べる，
またはそれらに勝る最
先端の研究機関を保有
し，優秀な研究者が国
内で活躍することに魅
力を感じる環境をつくる
必要がある．世界トップ
レベル研究拠点プログ
ラム（ＷＰＩ）はまさにこ
れを目的とする企画で
あり，日本国内の研究
を充実させるために必
要なプログラムである．

日本が世界における影
響力や国際的地位を保
つためには，突出した
分野を持つ必要があ
る．日本人科学者の活
躍は目覚ましく，国家が
力を入れて支援するべ
き分野であると考える．
しかし，日本国内の優
秀な研究者がトップレベ
ルの研究機関での研究
活動を希望して国外に
流出するケースは少なく
ない．世界トップレベル
の研究拠点を国内に保
有することで，日本およ
び各国の優秀な研究者
が日本国内での活動を
希望し，日本の利益を
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確保することができると
考える．

451
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27149

ゲノム創薬加
速化支援バ
イオ基盤技
術開発

このまま
推進すべ
き

myPrestoのインターフェ
ースを改良してより使い
やすいシステムにして
ほしい。 
グラフィック機能を追加
してほしい。

コマンドラインからのプ
ログラムの実行は計算
科学の専門家のみの利
用となり、作成されたプ
ログラムを幅広く多くの
研究者に利用してもらう
にはグラフィック機能の
追加は必須であると考
える。また同時に解析
の効率性を考えると解
析ツールの充実も希望
する。

452
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進すべ
き

老化を遅らせたり、老化
に伴う病気たとえば、自
己免疫疾患等の慢性炎
症性疾患を改善する研
究を進めて欲しい。

高齢者は一見、健康そ
うでも加齢とともに慢性
炎症性のリューマチ、し
びれ、神経痛、冷えなど
に伴ういろいろの症状を
かかえています。

453

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24124

植物科学研
究事業（理研
植物科学研
究センター）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

植物研究は食料、エネ
ルギー、工業原料等の
重要なアウトプットを持
つものであり、その割に
は予算規模が小さいの
ではないか？また、短
期的な成果に左右され
ることなく長期的な視野
に立った安定運営を行
うのがいいと思う。 
一方で、理研が旗を振
り国内大学の研究レベ
ルを推進するのは適切
であると思うが、現状で
は当該センターの活動
は閉鎖的であり、外部
大学との連携は「大学
院生やポスドクとしての
人材を大学から理研へ
吸い上げるだけ」のため
にあるように見える。こ
の点は改善して頂きた
い。

基礎研究の面では理研
には是非頑張って頂き
たいと思うが、巨額の予
算が任されている以上
は国内大学の研究活性
化をも目指した行動を
示して頂きたい。

454

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24176

光・量子科学
研究拠点形
成に向けた
基盤技術開
発

このまま
推進すべ
き

更なる光・量子ビーム技
術の発展のために、推
進すべきである。

光・量子ビーム関連研
究では、多くの卓越した
研究成果をあげてるた
め。

この施策の中でも、1)脳
と社会・教育（豊かな社

脳科学の知見は、人が
豊かで健康な生活を送
るためにも、非常に重要
である。特に、医学的な
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455

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

このまま
推進すべ
き

会の実現に貢献する脳
科学）は国民の関心・期
待も大きく、非常に重要
な施策である。今後、こ
れまでの成果をこの施
策の実現に結びつける
ためにも、これ以上の優
先度で推進すべき施策
である。

知見だけでなく、社会経
済における脳科学の知
見は、現実の人間生活
への脳科学の応用には
欠かせないものである。
それを実現するには、こ
れまでに報告されてい
る数多くの成果を、次の
「応用」のレベルに持っ
ていく必要があり、それ
にはこれまで以上の推
進が不可欠である。

456

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

大学院における教育・
研究は日本の高度な科
学技術開発の基礎・中
枢をなしており、これを
支える当施策はぜひと
もこのまま推進するべき
である。

自然科学・工学・医学を
始めとする科学技術の
研究開発は、少子高齢
化の進む日本国内にお
ける生活水準の向上に
寄与するとともに、天然
資源の乏しい我が国が
国際競争を行っていく上
での重要な原動力とな
っている。また、人類共
通の課題である環境問
題に関しても日本の先
端技術・研究は世界的
に主要な役割を果たし
ており、今後も一層の産
官学連携強化による活
動推進が期待されてい
る。

457

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設（SPring-
8）

このまま
推進すべ
き

世界最高性能をもった
放射光施設は存続させ
るべきである。

多くの優れた研究成果
をあげており、著名な学
術雑誌などに掲載され
ているため。

458

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法則
の探求

このまま
推進すべ
き

１．本施策は，我が国の
研究水準が欧米に比肩
あるいは凌駕する素粒
子物理学分野の代表的
なプロジェクトであり，大
いに推進すべきである。 
２．平成26年度に高度
化が完了した後も，加
速器，実験装置，データ
解析装置の運転経費が
着実に措置されなけれ
ばならない。

１．「人類の知」を創造
する基礎科学は，国境
のない学問分野であり，
すべての分野で我が国
が世界をリードする必要
はない。基礎科学の振
興が国の重要な施策で
あることは論を俟たない
が，財政状況が厳しい
折，世界各国で得意分
野を分担する必要があ
ると考える。素粒子物理
学はその筆頭にあげら
れる。 
２．研究チームには世
界中（欧米，アジア）か
ら多数の研究者が参加
しており「頭脳流入」が

17



益々加速されるため，
加速器，実験装置，デ
ータ解析装置の安定運
用はホスト国の責務で
ある。

459

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

GCOEで大学の研究が
活気づいてきている。是
非継続をお願いする。

GCOEが無くなると研究
のみならず生活すらま
まならなくなる。

460

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進すべ
き

特別研究員事業は，有
望な若手研究者が博士
課程進学を決定するう
えで大きな影響力を有
する．将来有望な学生
が経済的理由で進学を
諦めることは国家にとっ
て大きな損失であり，そ
のような状況を減少させ
るために本事業は大き
な役割を担っている．よ
って，特別研究員事業
はこのまま推進すべき
であると考える．

特別研究員事業は有望
な若手研究者の博士課
程進学を経済的に支援
する重要な事業であり，
経済的理由から進学を
諦める学生が減少する
という観点から研究者
育成の第一歩となる事
業であるといえる．ま
た，博士課程において
特別研究員申請書を作
成することは，現在の研
究と将来の研究につい
て考える大変良い機会
である．また，選考結果
を知ることで各自の現
在の位置づけを知るこ
とができ，研究活動を続
けるうえでの励みとな
る．これまでの特別研究
員採用者の中でも現在
第一線で活躍する著名
な科学者が多数おり，
研究者育成において重
要なプログラムといえ
る．

461

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

科学技術は、分野によ
って極めて多大な資金
がかかり、それを支えら
れるのは国家予算しか
ない状況にある。明治
以降、日本の経済を支
えたのは財閥である
が、現在の科学技術を
支えるには財閥同様の
「財源の集中」が必要に
なる。しかしながら、集
中すれば、単純に全員
に小額を配分する方式
よりもはるかに有意義な
成果を得ることが期待
できる。そのためにも、
このように特殊なプログ

科学技術は、分野によ
って極めて多大な資金
がかかり、それを支えら
れるのは国家予算しか
ない状況にある。明治
以降、日本の経済を支
えたのは財閥である
が、現在の科学技術を
支えるには財閥同様の
「財源の集中」が必要に
なる。しかしながら、集
中すれば、単純に全員
に小額を配分する方式
よりもはるかに有意義な
成果を得ることが期待
できる。そのためにも、
このように特殊なプログ

18



ラムの財源を削るべき
ではないと考えられる。

ラムの財源を削るべき
ではないと考えられる。

462

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進すべ
き

科学研究費は，科学を
はじめとする基礎学問
の「裾野」，ひいてはそ
の全体の発展のために
最も基本的かつ重要な
経費であり，その削減
は日本の学術の基盤，
ひいては国家の未来を
破壊しかねない．

科学をはじめとする基
礎学問の進歩は思いが
けないところから芽吹い
てくるのがむしろ普通で
さえあり，少数のプロジ
ェクトに集中しすぎて裾
野を育てなければ，大き
なブレークスルーの機
会を失う．また，「寄らば
大樹の陰」的な発想に
走る人材ばかりが生き
残るならば，日本の学
術，ひいては国家の発
展も望めなくなる．今や
大型プロジェクトや政策
的プロジェクトに研究資
金が集中する傾向があ
り，大学・研究所にも真
に萌芽的研究を支援す
る体力はないので，科
学研究費がその役割を
担う実質的に唯一の資
金でもある． 

463
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20101

最先端のグリ
ーンクラウド
基盤構築に
向けた研究
開発

このまま
推進すべ
き

クラウドコンピューティン
グにおいては消費電力
の増大が非常におおき
な問題であり，かつ，大
域的な最適化によって
それを減少させられる
可能性もおおきい．した
がって，積極的に推進
するべきだと考えます．

上記のように，第 1 に
重大な問題であること，
第 2 に効果があるとか
んがえられることです．

464

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

少なくとも現行のGCOE
プログラムは当初の予
算を維持して継続すべ
きである。

これによって大多数の
学生の経済的負担が軽
減されており、懸念すべ
きことがなく研究に専念
できているため。 

465
その
他

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進すべ
き

これまでも世界に誇れ
る新規の技術を研究開
発してきたフォトニックネ
ットワーク分野に優先的
に力を集中し、さらに世
界に誇れる技術を実現
していくべきである。世
界の中での日本のプレ
ゼンスが下がっている
現在、その状況を打破
し、益々情報通信の重

光通信および将来技術
であるフォトニックネット
ワーク技術は、日本が
世界に優位性を保って
いる分野である。情報
通信を駆使して経済・工
業・医療・保健など様々
な分野の発展を目指し
ていく状況は間違いな
いと思われ、フォトニック
ネットワーク技術を掴む
ことは必須であろう。し
かし、その発展が通信
機器の消費電力の限界
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要度が高まる状況で日
本の存在感を高めてい
かなければいけない。

によって阻害されるとす
ると、人類の発展の上
で大きな問題である。そ
の革新技術を日本以外
にとられてしまうのはさ
らに大きな問題である。

466

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24166
革新的水素
製造技術開
発

このまま
推進すべ
き

2010年の夏は全国で過
去最高の気温を示し、
台風の進路も例年の九
州を通過ではなく北陸を
通過した。地球の温暖
化は確かに進行してお
り、エネルギーに対する
原子力の役割は大きく
なっている。そこで中国
では、国家が主体的に
原子力政策を進め、高
温ガス炉については研
究炉であるHTR-10の開
発が終了し、次の段階
の実証炉HTR-PMを建
設中である。一方、日本
は研究炉であるHTTR
の開発が2年後にはスト
ップし、水素製造の開発
も予算不足によりスピー
トが上がらない。

全ての原因は原子力の
ある特定のプロジェクト
に予算の大部分が割り
当てられ、高温ガス炉
関係に予算が割り当て
られないことによる。特
に問題なのは、元々日
本が先に高温ガス炉の
開発を進めていたにも
係らず、日本国内のプ
ロジェクト間の駆け引き
により高温ガス炉の開
発がストップし、それを
尻目に中国が一気に日
本を追い抜き、実証炉
まで建設を進めている
ことである。特許関係を
抑えられつつあり、30年
に渡ってHTTRにつぎ込
んだ日本の税金を回収
することは不可能になり
つつある。

467
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進すべ
き

ICTグリーンイノベーショ
ン推進事業を更に加速
して推進すべきである。

『2020年に二酸化炭素
の排出量1990年比25％
削減』という国際公約の
実現可否は日本国民の
生活のみならず人類全
体の存亡にも関わる重
大かつ困難の課題で
す。この巨大の目標を
実現するためには新た
な技術の研究と創出が
不可欠である。情報通
信技術は消費電力、二
酸化炭素の排出量の監
視、遠隔制御、情報収
集などに実力を発揮で
きる。この技術分野での
新技術の創出は二酸化
炭素排出量の削減への
効果が大変期待でき
る。したがって、ICTグリ
ーンイノベーション事業
を推進すべきである。 

大学・
公的
研究 文部 このまま

バイオリソースは、過去
数十年にわたって受け
継がれてきた生命科学
者の研究成果の賜物で
ある。現在、世界中の
研究者がこれらを使っ
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468

機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

推進すべ
き

満額支援すべきであ
る。

て次のステージの研究
に挑んでいる。もし、維
持予算を減額すれば、
科学の発展にとって取
り返しがつかないドロー
バックになる可能性が
ある。

469
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド (JGN-X) 
構築事業

このまま
推進すべ
き

現在主流の IP ネットワ
ークや Ethernet にはさ
まざまな課題があり，そ
れらを解決するために
は従来のネットワーク・
アーキテクチャにとらわ
れない技術開発が重要
だと考えます．あらたな
アーキテクチャの確立
のためにはテストベッド
を構築して，そのうえで
実際にためすことが必
要です．JGN-X 自体は
おもに従来の要素技術
を使用して構築されるこ
とになると考えられます
が，ネットワーク仮想化
技術を使用することによ
って，新世代ネットワー
クの実験が可能になり
ます．したがって，JGN-
X の構築は非常に重要
だと考えます．

くりかえしになりますが，
JGN-X 上では他のテス
トベッドとはちがって，従
来のネットワーク・アー
キテクチャにとらわれな
い新世代ネットワークの
技術開発が可能になる
と考えるからです．

470
その
他

40～
49歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進すべ
き

世界の通信インフラは
インターネットに大きく依
存するようになり、その
高信頼・安定でセキュア
な状況を実現する通信
機器（エッジノード）は日
本の産業において重要
な製品であると思われ
る。しかしながら、現在
はアメリカのシスコ社や
中国の華為社に世界シ
ェアの大半を奪われ、
日本の存在感が薄い。
この状況を打破すべく、
日本の優位性の高い技
術を国際標準化し、装
置化して世界のマーケ
ットに打って出るできで
ある。

日本の光・電子回路・機
器製造技術は、研究開
発レベルが高く製品化
直後は世界のマーケッ
トで大きなシェアを奪っ
てきた。しかし、コモディ
ティ化が進み、価格競
争の段階になると急激
に競争力を失い、シェア
を急落させることを何度
も繰り返している。光通
信関係はインターネット
を支えるインフラ技術で
あり、エッジノードはそ
の中の中心的な機器で
ある。その技術を世界
で戦えるレベルに引き
上げ、継続的に産業に
おいても戦えるレベルに
することが今こそ求めら
れるのではないか。

大学の使命として教育
と研究の２つの柱があ
るが、その両方を支える
ためには教員の身分の
保障が不可欠である。
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471

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラッ
ク普及・定着
事業

このまま
推進すべ
き

常勤での雇用体制を確
保した後も助教の身分
は任期制であり、かつ、
教授や准教授のポスト
は限られていることか
ら、テニュアトラック制度
を取り入れることを推進
する必要がある。教育
研究に携わる教員を支
援していく国の施策の
中でも、特にテニュアト
ラック制度が今後、身分
保障の砦となると考えら
れる。

大学経営が逼迫してい
る今日、人件費削減の
傾向が見られることか
ら、教員の身分保障は
教育研究の根幹に関わ
る問題であるため。

472
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤技
術に関する
研究開発

このまま
推進すべ
き

現在主流の IP ネットワ
ークや Ethernet にはさ
まざまな課題があり，そ
れらを解決するために
は従来のネットワーク・
アーキテクチャにとらわ
れない技術開発が重要
だと考えます．すでに 
NICT 中心の産学官連
携体によってネットワー
ク仮想化基盤などの成
果がえられつつあるの
で，これをさらに加速す
る必要があるとかんが
えます．

この研究開発を推進す
るべき理由は，第 1 に
今後，従来のネットワー
ク・アーキテクチャにとら
われない技術が必須に
なると考えられること，
第 2 にこれまでの成果
から考えて今後も投資
に見合う成果がえられ
ることが予測されるから
です．

473
民間
企業

30～
39歳

環境
省

29106
地球温暖化
対策技術開
発等事業

このまま
推進すべ
き

地球温暖化対策技術開
発等事業をこのまま推
進すべきである。

近年、地球急温暖化の
悪影響は身近に感じて
きました。今年のような
各地で異常の暑さ、洪
水の氾濫などの異常気
候機は人類全体、生物
に大きな威脇である。二
酸化炭素の排出量削減
を始めとした温暖化対
策は一刻も猶予できま
せん。地球温暖化対策
技術の研究開発は人類
の存亡に関わる重大な
課題です。地球温暖化
対策技術開発等事業を
このまま推進すべきで
す。 

474

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122
ターゲットタン
パク 

このまま
推進すべ
き

重要なプログラムで是
非推進して欲しいです。 

理由としましては、大学
や企業でも高く評価され
ているためであり、若手
研究員の育成のために
必要だとされており、日
本初の創薬が期待でき
ると思われるためです。

女性の研究者活動と限
大阪大学をはじめとす
る旧帝大の技術系職員
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475

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

その他

っておられますが、その
現場を下支えする技術
系職員もまた、女性が
存在します。 
こちらもまた、安心して
出産育児ができる環境
を整えていただきたい。
就職難から修士、博士
課程終了後に技術系職
員に入る女性が増えて
います。より高度な科学
技術を進めるために、
女性の持つ優れた潜在
能力の解放という意味
では女性研究者と女性
技術系職員の両者を退
職にされてもよいので
はないでしょうか？

には修士号、博士号を
もつ方も存在します。ま
た、昨今の科学技術の
発展でより高度で専門
知識を持つ人材が技術
系職員に必要だと思わ
れます。 
就職難から修士、博士
課程終了後に技術系職
員に入る女性が増えて
います。より高度な科学
技術を進めるために、
女性の持つ優れた潜在
能力の解放という意味
では女性研究者と女性
技術系職員の両者を対
象にされてもよいので
はないでしょうか？

476

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20107
戦略的情報
通信研究開
発推進制度

このまま
推進すべ
き

通信関連技術は、光通
信をはじめとする有線
技術から無線通信にい
たるまで幅広く実用化さ
れ、社会のインフラとし
て必要不可欠となって
いる。しかし、その発展
は絶えず要求されてい
るものの、消費電力の
増大や通信速度の限
界、周波数の利用効率
の制限など様々な課題
が存在する。従来の技
術の延長だけでは解決
できない問題を、解消す
るには革新的なアイデ
アが不可欠であり、産
業界のみならず産官学
全体で取り組むべき問
題である。

産業界は高い技術をも
って製品化を達成でき
るが、革新的技術を早
い時点から着実に手掛
ける余裕が必ずしもな
い。大学は利益論から
離れて着実に技術を検
討できる立場にいるが、
研究費が潤沢な機関は
少数である。国の機関
は国策的な立場で対応
可能であるが、単独で
高い技術を完成させる
にはリソースが不足して
いる。その３者協調によ
る勝利の方程式がなか
なか描けていないのが
現状だが、今こそ世界
的に技術力の誇れる通
信技術において意味の
ある体制作りを構築す
べきである。

477

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122
ターゲットタン
パク プログラ
ム

このまま
推進すべ
き

日本の分子生物学の発
展に非常に重要なプロ
グラムであり、是非今後
も推進して欲しい。

本プログラムはタンパク
3000プロジェクトの後継
であり、前プロジェクトで
得られた知識、技術を
発展させ、日本発の創
薬につながるものと期
待される。また、本プロ
ジェクトにより多くの若
手研究員が雇用されて
おり、彼らの育成のため
に是非継続が必要であ
る。

大学・
公的

研究者の自由な発想に
基づく基盤研究の推進

科学技術立国を標榜し
ている我が国で、学術
研究の基盤をなす最も
重要な制度である。学
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478

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進すべ
き

事業は、他のトップダウ
ン型の研究費と、車の
両輪となる重要な施策
である。採択率30%を目
指して、可能な限り増額
を希望する。

術の発展は、我が国の
唯一の資源であること
を重要視して欲しい。研
究者の自由な発想は、
学術の発展や世界に先
駆ける上で極めて重要
である。

479

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

近年の応用研究志向に
より、若手研究者が科
研費の獲得しにくい基
礎研究を敬遠する傾向
がある。医薬品製造な
どの利益に直結はしな
いが、利用価値が未知
数である RNA分野等の
基礎研究分野への予
算、及び、募集枠の配
分を増やすべき。

欧米でRNA研究などの
基礎研究分野が幅広く
手がけられているのに
比べ、日本では近年基
礎研究を軽視しがちで
あるように感じる。この
まま応用研究ばかりに
注力し続ければ、新しい
科学的市場価値の発
見・技術の革新につい
てゆくことができなくな
り、将来的に「科学技術
大国」は崩壊し、利益と
人材も欧米や中国に奪
われる危険があると考
える。

480

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプラグム

このまま
推進すべ
き

現在の施策をまずは実
施する方向でいいと思
う。 
実施する間に議論を深
めて、実施二年目くらい
に再度見直すことがの
ぞまれる。

実施してて気づくことが
多いと思うため。

481
小・
中・高
校

40～
49歳

文部
科学
省

24152

スーパーサイ
エンスハイス
クール支援
事業

このまま
推進すべ
き

スーパーサイエンスハ
イスクール支援事業
は，将来の国際的な科
学技術関係人材を育成
するために，子供達の
才能を見いだし伸ばす
取り組みの充実を行うと
ともに，優れた教育力を
有する教員の養成の実
現に向けて大きく貢献し
ており，達成目標及び
達成期限についても客
観的な評価において充
分な成果が得られてい
る。是非とも，このまま
推進すべきものと考え
る。

科学技術・学術審議会
基本計画特別委員会で
も指摘されているよう
に，我が国は世界規模
の問題に対して科学技
術を基にした国際協調
力をもって貢献し，科学
技術の力で自律的に存
立すべきであり，将来の
国力の源泉となるものと
して，「知」の創出，科学
技術による飛躍的なイノ
ベーション，優れた人材
の育成が不可欠である
と考えられ，そのために
は，初等中等教育にお
いてしっかりとした基盤
を形成することが極め
て重要であるから。

大学・
公的
研究 日本の将来を担う若い

日本の科学技術は日本
が将来国際競争に生き
残るために不可欠であ
り、その担い手は若手
である。若手の研究者
は現在安定した職が少
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482

機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進すべ
き

研究者を育てる上で極
めて重要であり、拡充す
べき

なく、その置かれた環境
は必ずしも望ましいもの
ではない。本事業によっ
て、その地位を少しでも
改善し、将来の日本の
科学技術を担う人材に
対してサポートすべきで
ある。

483

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

あらゆる分野で国際競
争が熾烈化する中、国
際性・専門性を身につ
けた優秀な人材を数多
く輩出することは、日本
が世界をリードしていく
上で極めて重要だと考
えます。また教育研究
拠点を形成し、既存の
教育資源、研究資源を
フルに活用してこそ、世
界に対抗する成果を生
み出すことできると考え
ます。その中で、グロー
バルCOEプログラム事
業への期待が大きく、ぜ
ひ推進するべきだと考
えます。

グローバルCOEプログ
ラムの支援のもと、大学
院生の研究環境が整備
され、専門性に富んだ、
国際性豊かな人材が養
成されているという結果
が報告されているから。
また、拠点を形成するこ
とで、大学内での連携、
交流が活性化され、着
実に研究成果に結びつ
いているから。

484
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27170

次世代高効
率ネットワー
クデバイス技
術開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

10Tbps級ルータ技術に
ついては、最も電力を
消費するルータ入力部
のパケット処理部などに
ついての検討の記載が
無く、もしこの部分につ
いての検討を行ってい
ないのであれば、本研
究を行っても、10Tbps超
級省エネ型大規模エッ
ジルータは実現できま
せん。この点で、本件継
続進行は問題があると
考えます。また、「高速
大容量（100Gbps）イー
サネット国際標準規格
の獲得を目標とする」と
の記載がありますが、
本件で検討されている
のは、ヒアリングシート
から見る限り、不明の点
も多いのですが、１００G
イーサネットの一部分に
過ぎないと思われます。
よってこの研究開発に
よって、国際標準を全て
牛耳れるような記載は、
広く国民に開示するに
は不適切だと思われま
す。従って、上記のよう

10Tbps級ルータ技術に
ついては、大規模ルー
タを構成する各種デバ
イス（光送受信用LSI、
光増幅・波長変換器及
びスイッチ等）技術の研
究開発を行うべく記載
がありますが、ルータの
消費電力を増大させて
いる最大の要因は、入
力のパケット処理部
（inpur packet engine）、
電源系、ファンなどで
す。これらでルータ消費
電力の7割を占めるとい
う検討結果もあります。
この部分の省電力化が
できなければ、省エネル
ータは実現できないた
め、研究内容の抜本的
見直しが必要であると
思われます。
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なヒアリング資料の記載
内容が、政府の優先度
判定の評価に使われる
であれば、よく吟味すべ
きかと思います。

485

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

本施策は、我々大学院
生が、グローバルな視
野で研究に取り組める
環境が整備されており、
非常に重要なものであ
ると考える。したがって
このまま推進すべきだと
考える。

本施策では、財政支援
が実施されており、その
支援のおかげで我々は
満足のいく研究生活を
営むことができるといっ
ても過言ではない。ま
た、生活費の支援は、
研究に集中できる環境
を作り出す。

486

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24001
大学発グリー
ン・イノベーシ
ョン創出事業

このまま
推進すべ
き

大学が有する広範なポ
テンシャルを活用し、人
材育成や研究開発を進
めることは、我が国の重
要な施策である。グリー
ン・イノベーションは、工
学的技術開発に頼るこ
とだけではなく、植物科
学の重要性も大いに認
識し、科学技術競争力
を強化することは重要
である。

大学が有する知の共有
は、今後、我が国が食
料、環境、エネルギー分
野などで世界をリードで
きる課題であり、積極的
に推進すべきである。こ
の施策の推進に伴い、
次世代を担う人材育成
も期待できる。

487

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

１０～２０年後の日本科
学技術の将来をになう
若手人材のほとんどが
このプログラムに関与し
ていること、これが我が
国唯一の大規模若手育
成支援プログラムであ
ることを考えると、軽視
してはならないプログラ
ムである。

グローバルCOEプログ
ラムは我が国唯一の博
士学生と若手研究者を
公に支援できるプログラ
ムである。これに代わる
若手育成プログラムもし
くは仕組みが新設させ
ない限り、このプログラ
ムを強化し継続するべ
きである。さもないと科
学技術に関与する若手
人口は一気に減少す
る。

488

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

経済
産業
省

27108

低炭素社会
を実現する超
低電力デバ
イスプロジェ
クト

このまま
推進すべ
き

シリコンＬＳＩは、発明以
来５０年の歴史を経ただ
けであるが、人類社会
の最重要なテクノロジー
となった。その重要性が
今後数世紀以上継続す
るのも間違いない。この
分野で、日本はかって
独占的なシェアを誇って
いたが、この１０年、ア
ジア諸国の台頭により
低落を余儀なくされた。
日本の繁栄持続のため
には、これ以上の低落
に歯止めをかけなけれ
ばいけない。 
本プロジェクトは、ナノエ

本プロジェクトで掲げた
ＥＵＶ露光技術開発と電
源電圧０．４ボルト以下
の低消費型デバイス開
発は、今後１０年間のシ
リコンナノエレクトロニク
スの動向を支配する最
重要テーマである。 
日本のＬＳＩ産業復活の
最重要課題に真っ向か
ら挑戦するものであり、
日本経済再生のために
不可欠なプロジェクトで
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レクトロニクスの王道で
あるシリコンＬＳＩ復活に
欠かせない。よって、こ
のまま推進すべきであ
る。

ある。

489

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

可能であるならば出発
点の計画がそのまま実
行される必要があると
思われます。 

教育・研究への成果は
１、２年といった短期間
のサイクルでは現れる
ものではないと思われ
ます。施策の成果の確
認は数年間の実行、あ
るいは継続が必要であ
ると思われます。短絡
的な変更は成果が期待
できないばかりか、大学
側も疲弊するばかりだと
思われます。 

490

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COE

このまま
推進すべ
き

基礎研究の重要性を考
えたとき、その継続性を
を保つのにグローバル
COEが果たしている役
割は大きく、是非継続さ
れるべきである。

グローバルCOEは若手
研究者を育てるために
大いに役立っている。欧
米では大学院生に給料
が支払われているのと
は対照的に、日本では
授業料を支払わねばな
らない。グローバルCOE
による経済的支援やそ
の他の施策で、若手研
究者たちが育ちつつあ
る。基礎研究の継続性
がいったん断たれれ
ば、それを戻すには膨
大な時間と経費が必要
になる。基礎研究の衰
退は結局は応用研究の
衰退ももたらす。

491

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進すべ
き

科学研究費補助金の総
額を増やすべきです。ま
た、研究費を若手の半
数以上に少額でも行き
渡るようにするべきであ
る。

独創的研究は若手から
しか生まれないことは歴
史が証明している。今
の科学研究費補助金の
採択率は25%程度であ
るが、少額の若手の部
分を増やすことが重要
である（採択率50%前後
が望ましい)。少額の投
資をたくさんする方が、
独創的で先駆的な研究
の種を生み出す上で効
率的である。バラマキと
言われるかもしれない
が、科学に関して言え
ばこの方法が最も効率
的な施策である。政府
は本当に効率的な方法
を採用するべきである。

大学・
温室効果ガスの削減に
は、排出量の軽減を図
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492

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24105

（独）科学技
術振興機構
運営費交付
金「先端的低
炭素化技術
開発」

このまま
推進すべ
き

温室効果ガスの排出量
削減を、中長期的に着
実に進める必要が急務
である。

る工学的な技術開発と
ともに、植物機能を活用
した炭酸ガスの固定と
バイオマス利用が不可
欠である。人類の生存
をも脅かす温暖化を、
一刻も早く防ぐ不断の
努力が必要である。

493

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

日本が国際社会におい
て科学技術牽引型の国
を作り上げるためには
博士後期課程を中心に
した育成を産官学の連
携でカリキュラムから作
り直す必要がある。この
点はまったく本施策の
目指すところに同意す
る。 
しかし、既存の部局や
分野をつぶしてしまうよ
うなタイプ１，２，３の進
め方は、まったおかし
い。非常に多くの学生
が所属するいまある既
存の分野や学院におい
て、産学協働型の博士
課程のカリキュラムの
大改定を進めるべきで
す。資金はそのために
使われるべきです。

博士後期課程の社会活
躍については、振興調
整費（イノベ人材）や文
科省委託費（キャリヤパ
ス多様化事業）で実質
的な問題等の把握がす
すめられており、その中
で今やらねばならない
のは社会に連動した新
しい分野や学位を創出
することではなく、非常
に多くの博士が所属し
ている既存の分野や学
位における博士課程の
カリキュラムの大改革で
す。現状のプランでは、
世の中に受け入れられ
るかどうか検証もしない
融合型の新しい学位名
を持ったカリキュラムが
構築され、既存分野も
含めて学問の崩壊が起
こります。本事業は、全
国で新分野の１００人の
ためのものではなく、１
万にの博士が活躍する
ための施策にするべき
と考えます。

494

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進すべ
き

科学技術における国際
競争力は単に特定研究
への資金投資だけでな
く、深い人的交流や分
野外研究者交流が促進
されてはじめて実現す
る。この予算はそれに
直結し、日本の国際的
科学ステータスを向上さ
せ「サイエンスジャイア
ント」になるためにも軽
視すべきでない。

いくつかの科学技術分
野では、日本の地位は
中国やインドに抜かれ
ようとしている。アメリ
カ、ドイツなど日本人と
の交流促進よりも中国、
インドとの研究交流促
進を図ろうとしている。
私は、こうした国際情勢
が日本のサイエンスの
発展の阻害要素になる
と危惧している。また日
本の研究は概して深さ
（哲学）がない。国際交
流促進は深さを追求で
きる絶好の機会である。

大学・
公的
研究
機関 30～ 経済 先導的産業 このまま 可能ならば、増額して新

若手の人材育成として
重要なグラントであり、
すでに多くの成果をあ
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495

（独
法・公
設試
等）

39歳 産業
省

27110

技術創出に
係る施策

推進すべ
き

規採択数を増加させる
ことが望ましい。

げている。また、さきが
けとともに、研究終了後
の採択者の活躍が目覚
しい。

496

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

教育は自国の未来に対
する投資です。 
それを減らした先には、
明らかに日本の衰退が
あるはずです。 
したがって、このまま推
進すべきです。

２番では、世界から人が
集まってきません。

497

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24130

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、オミック
ス基盤研究）

このまま
推進すべ
き

ネットワークをこれまで
対象としていた地域に
加えて、さらに新たな地
域へ広げるべきである。

日本の感染症に関する
研究は世界最高レベル
の研究であり、この研究
を推進することは、世界
に広く貢献することであ
り、またそれにより日本
のプレゼンスを高めるこ
とに繋がる。

498

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

農林
水産
省

26105

アグリ・ヘル
ス実用化研
究促進プロジ
ェクト

このまま
推進すべ
き

近年の再生医学では、
細胞の再生のみなら
ず、細胞集団としての組
織再生医療が注目され
ている。皮膚の組織再
生には、表皮細胞の生
存を支持する真皮線維
芽細胞の再生が重要で
あり、その線維芽細胞
の生存には適切な細胞
外マトリックス成分によ
る足場形成が必要であ
る。そこで、今後の医療
用素材で、倫理的な問
題がないのみならずヒト
と共通の病原体も少なく
安全で安価な生物由来
の細胞外マトリックスを
主成分とした新素材の
開発が行われれば、効
率的な皮膚再生が可能
となり、高度熱傷及び外
傷患者の救命率は格段
に改善すると予想され、
医療費の削減にも貢献
することが予想される。

火傷や高度外傷に伴う
広範囲皮膚欠損の場
合、皮膚移植は必須の
治療法であるが、 スキ
ンバンクの設立後もドナ
ー数は少なく治療に必
要な組織量の確保は難
しい状況である。皮膚欠
損に対する初期治療の
目的はバリア機能の回
復 を主眼とした感染防
御である。これには広面
積かつ生体適合性の高
いバリア機能を有し、随
時使用可能な素材の開
発が不可欠である。こ
の問題を解決すべく、
1980年 代の後半より培
養皮膚移植法の開発が
行われ、現在、我が国
においても培養皮膚は
医療保険下での治療が
可能となったが、被覆面
積に応じた培養に日数
を要するため、緊急時
の治療素材としては不
十分である。

大学・
公的
研究 改善・見

既存の科学研究費があ
る一方で、科学技術振
興調整費の役割が全く
見えず、効果的な研究
費制度と思えない。一

科学技術振興調整費は
限られた課題に対して
予算付けされる。すなわ
ち大きなお金を使う割に
は成果が期待できる分
野が限定され、恩恵を
受ける研究者も少な
い。科学技術振興調整
費を通常の科学研究費
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499

機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

直しをし
た上で推
進すべき

般の科学研究費ともダ
ブりが多い。科学技術
振興調整費と他の科学
研究費と統合したシス
テムを作り、全体として
科学研究費を大きくする
べきである。

のシステムに組み込む
ことで、通常の科学研
究費の規模が増大し、
より競争性と透明性が
増すことになる。科学研
究費とのダブりも解消さ
れる。それによって予算
を付ける側、予算を使う
側、成果を享受する側
が大きな恩恵を受ける
ことが可能になる。

500

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム 

このまま
推進すべ
き

GCOEプログラムによっ
て、大学院博士課程の
進学率が上がり、また
研究への好影響がある
ため、推進すべき。

ＧＣＯＥプログラムのた
めに、大学からの様々
の援助を受けることが
でき、海外への留学や、
学会参加、様々な海外
の研究者の招へい、学
費援助など研究に大変
有益であり、促進効果
があるため、科学の発
展のためにも必要であ
ると考えるため。

501

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進すべ
き

基礎研究の進行に不可
欠な科学研究費補助金
はより増額すべきであ
る。

応用研究・イノベーショ
ンは基礎研究から発展
するものである。我々が
知り得ない未知の原理
原則の発見こそが新た
な技術を生むものであ
る。

502

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進すべ
き

脳の仕組みをふまえた
応用研究がこれからの
人類にとって必須の性
かをもたらす

これまでの利便性、効
率性ばかりを追求した
科学技術研究は人類や
地球の安全を脅かして
いる

503

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24001

大学発グリー
ン・イノベーシ
ョン創出事業
（新規）

このまま
推進すべ
き

植物科学は食料生産の
基盤となるばかりか、エ
ネルギー確保にも関係
するため、今後一層研
究を推進する必要があ
る。

大学付置研究所（岡山
大学資源植物科学研究
所）への予算は減り続
けており、植物科学研
究を推進することが困
難な状況に置かれてい
る。研究の重要性を鑑
み、一層の支援と研究
基盤の充実(建物の改
修)をお願いしたい。

大学・
公的
研究

NICTの電磁波計測基
盤技術、とりわけ電磁波
センシングの研究開発
を推進すべきと考える。
NICTは、世界初の衛星
搭載降雨レーダである
熱帯降雨衛星(TRMM)

EarthCARE衛星搭載雲
レーダ及びGPM主衛星
搭載二周波降水レーダ
は能動型センサである
ため、気候研究にとって
不可欠な雲や降水の鉛
直構造をグローバルに
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504

機関
（独
法・公
設試
等） 30～

39歳
総務
省

20116
電磁波計測
基盤技術の
研究開発

このまま
推進すべ
き

搭載降雨レーダを実現
させるなど、電磁波セン
シングの分野で世界を
リードし、地球環境計測
の分野で日本の存在感
を高めてきた。引き続
き、NICTが電磁波セン
シングの研究開発を推
進することは世界からも
期待されている。

観測することができる。
また、その情報は、他の
多くの衛星に搭載され
ている受動型センサの
観測の高精度化にも貢
献化できる。このような
最先端の能動型センサ
を開発できるのは世界
でもNICTに限られる。

505

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進すべ
き

さらに充実すべきであ
る。

人材養成に最も必要な
ものは教育の場であ
る。人財立国・科学技術
創造立国を標榜する我
が国においては人材養
成が最も重要な国家使
命である。その為には、
人材養成を担う人材（教
員）及びその場の充実
が不可欠である。

506

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進すべ
き

科学研究にとって動植
物を用いた実験研究は
極めて重要であり、今
後も国策として材料供
給をサポートすべきであ
る

感情的な、扇情的なプ
ロパガンダによってバイ
オリソースを用いた研究
が誤解され、危機に瀕
している。これは国民と
っての損失である。

507

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24011

リサーチ・アド
ミニストレータ
ーを育成・確
保するシステ
ムの整備

このまま
推進すべ
き

研究環境を整えること
は昨今の技術革新が目
覚しい中での急務であ
る。研究者が本来業務
である研究活動に専念
するためにリサーチ・ア
ドミニストレーターを配
置すべく、その育成も含
めた長期的なプランが
必要である。

大学の経営について大
学独自の収入のみなら
ず、国の施策として研究
環境の整備に資金を注
ぐことで、将来を見据え
た日本の財産になると
考えられるため。

508

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

内閣
府

13101
沖縄科学技
術大学の開
設準備

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

沖縄に世界最高水準の
大学院大学を整備する
ことの必要性の根拠が
薄い。

なぜ沖縄に大学院大学
を開設するのか国民の
理解が得られる説明が
必要。東京大学等の教
育機関を補強した方が
安く効率的に世界水準
の大学院大学機能を持
たせられるのでは無い
か。

509

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

グローバルCOEプログ
ラムの予算は削減され
るべきではないと強く思
います。

理由は、世界をリードす
るための研究を行うた
めには現時点での予算
が必要最低限だと判断
するからです。
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510

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24008
テニュアトラッ
ク普及・定着
事業

このまま
推進すべ
き

さらに充実すべきであ
る。

ブレイクスルー的な研
究が出来るのは若い時
期である。若い研究者
に研究費と研究の場所
を与え、自立的に研究
を行う環境を整えること
が、そうした革新的な研
究を生む源である。

511
民間
企業

50～
59歳

環境
省

29103
環境研究総
合推進費

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

研究課題を公募し，専
門家の評価にもとづい
て実施課題を決定する
ことは基本的にはのぞ
ましいことだと考えま
す．しかし，おおくのテ
ーマをひとつの施策に
まとめることは意見公募
の際に事実上，意見を
のべる機会がなくなって
しまう，あるいはきわめ
て限定されてしまうこと
を意味するとおもいま
す．すくなくともヒアリン
グ資料において評価委
員の氏名や所属をあき
らかにすることは必要で
はないでしょうか．

意見を公募するからに
は，意見がつけられる
だけの十分な情報があ
たえられるべきだと考え
ます．

512

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進すべ
き

中山間地域で栽培され
ている作目は多種であ
り、それぞれに技術開
発の要望が寄せられて
いる。課題は山積してお
り、２２年度予算額を減
額せず、このまま推進
すべき領域である。

地方は昨今の経済不況
により疲弊しており、他
に産業のない中山間地
域では農業による地域
の活性化が重要であ
る。地域によっては農業
しか産業がなく、農業の
生産性向上、生産安
定、関わりある産業興し
をしていかなくてはなら
ない。

513

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

このまま
推進すべ
き

脳科学研究は、癌や免
疫などと異なり、短期的
な目標設定が困難であ
るために長期的かつ幅
広い視点からの研究が
重要である

脳研究の特に基礎的研
究を支援する予算プロ
ジェクトが削減される傾
向にあり、国策として長
期的にサポートすべき
である

514

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

このまま推進すべきだと
思います。

私は博士課程ですが、
この施策があるために
博士課程後期まで残る
という人はたくさんいま
す。博士後期の方々
は、みな責任をもって、
結果を出すために最大
限の努力をしているよう
に思います。日本の科
学水準は確実に向上さ
れていくだろうと思いま
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す。

515
官公
庁

50～
59歳

経済
産業
省

27105
戦略的基盤
技術高度化
支援事業

このまま
推進すべ
き

わが国製造業の技術力
を高め、また、高い技術
力を製品化につなげ、
空洞化を防ぐことが、経
済活性化、雇用創出に
は不可欠である。 
加えて、地域中小企業
の高い技術力の維持・
向上は、わが国の経済
基盤の強化に不可欠で
ある。

中小企業者の保有する
高い技術力を、川下企
業が活用して試作開発
までを行なう事業で、わ
が国製造業の国際競争
力を高める上で、非常
に有効。

516

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進すべ
き

若手研究者の待遇を向
上させ、優れた人材が
安心して科学研究に従
事できるようにサポート
すべきである

大学院、あるいは大学
院修了後の生活の不安
定さを危惧して、民間企
業に流れてしまう優秀な
若者が非常に多くなっ
ていると感じている。

517

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24135

最先端研究
開発戦略的
強化費補助
金

このまま
推進すべ
き

グリーン・イノベーション
の基礎から応用まで研
究開発の最先端研究を
行う設備とその運用へ
の支援は、今後の我が
国の世界的な競争力を
育むうえで、極めて重要
である。

大型研究設備を一時的
な補助金支援のみで終
わることなく、その後の
運用や活用への支援
は、最先端研究の継続
的な展開と人材育成に
とって重要である。本施
策は、我が国のリーダ
ーシップを発揮しうるも
ので、継続的な支援が
必要である。

518
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27169
グリーンITプ
ロジェクト

このまま
推進すべ
き

半導体を0.5V以下の駆
動電圧で動作させる極
低電力化技術は、様々
なLSIの低消費電力化
を実現する上で基盤技
術であり推進すべきで
ある。

環境、エネルギー、ヘル
スケア分野におけるセ
ンサネットやヒューマン
モニタリング市場は今
後急速に拡大すると考
えられ、この場合自律
制御可能なセンサ及び
センサネットシステムを
実現するために低電力
化が必須であるため。

519

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進すべ
き

学術の発展をになう優
れた若手研究者の養成
は、我が国の唯一の資
源であり、本事業のさら
なる充実が必要であ
る。

大学院博士課程後期へ
の進学者は、ここ数年、
徐々に減少傾向にあ
る。この大きな理由の一
つに、後期課程大学院
生や学位取得後の若手
研究者にとって、経済的
な問題があげられる。
優れた研究者を養成す
ることは、我が国にとっ
て大きな財産であること
から、一層の強化を望
む。

最終製品や用途が多岐
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520

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

経済
産業
省

27005

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発（化学
品原料の転
換・多様化を
可能とする革
新グリーン技
術の開発）

このまま
推進すべ
き

化学品原料の転換・多
様化については、世界
に譲ってはならない、日
本が世界に勝ち切って
いただきたいと思いま
す。 
国として、大学や産業界
を巻き込み、強く進めて
欲しい施策です。

にわたり、国民が、生活
の変化をあらゆる場面
で実感できる、また低炭
素社会への課題を乗り
越えるための日本人の
知恵も活きる、裾野の
広い、まさに「基盤」とな
るグリーン・イノベーショ
ン"を起こせる技術開発
だと思います。最先端
の世界競争のなか、猶
予なく、一歩でも早く日
本が走って欲しいと思
います。"

521

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24126
理研ゲノム医
科学研究セ
ンター

このまま
推進すべ
き

設立時から現在に至る
までの理研ゲノム医科
学研究センターの目覚
ましい業績を鑑み、本施
設はこのまま推進すべ
き事業と考えます。

世界プロジェクトである
ヒト全ゲノムの解析に、
理研ゲノム医科学研究
センターは中心的役割
を果たしてきた。更に、
本邦のアレルギー疾患
のゲノム解析に関して
は多くの新規アトピー遺
伝子とアレルギー発症
を解明し、臨床の場に
おけるアレルギー疾患
の診断と治療に多大な
功績を残しています。今
後も理研ゲノム医科学
研究センターは本邦は
もとより世界に向けてリ
ーダーシップを成し遂げ
る施設だと思います。

522
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20118

未利用周波
数帯への無
線システムの
移行促進に
向けた基盤
技術の研究
開発

このまま
推進すべ
き

人と人をつなげるインタ
ーネットによる恩恵を誰
もが受けられるユビキタ
スネット環境の実現の
ため、ごく近い未来に、
世界に先駆けて未利用
周波数帯の開拓や周波
数有効利用技術の高度
化を図ることは、長年ミ
リ波帯の研究を脈々と
続けてきた日本国だか
らできる世界貢献であ
る。 
直近では、日本国国内
での『光の道』完全実現
に貢献するワイヤレスフ
ァイバーとして活躍でき
る場が得られるかどうか
が多世界解釈の重大な
分岐点となる。 
光ファイバーとワイヤレ
スの組み合わせで可能
となる、伝統と科学技術

日本国国内だけでなく、
世界貢献につながる理
由を述べる。 
日本国は情報通信イン
フラに関して、とても恵
まれている地域であると
いえる。しかし、どうであ
ろう。世界中を見渡せ
ば、まだまだインターネ
ットの恩恵を受けられな
い地域がほとんどであ
る。 
全世界の人と人をつな
ぐシステムを実現するた
めには、その地域にあ
った相応の値段でなけ
れば使ってもらえない。
光ファイバーを地球上
全てに張り巡らすのが
現実的には実現困難な
ことから考えても、光フ
ァイバー＋超高速大容
量無線通信の組み合わ
せがひとつの有効な回
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の日本国再生に大いに
期待をする。 
ワイヤレスファイバーと
はそういうものだ。

答になると確信してい
る。情報道路の建設に
よる、人と人とがつなが
れる世界の実現を期待
し、強く応援するもので
ある。

523

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

グローバルCOEプログ
ラムのような若い世代を
育成し、高い技術力をも
たらす政策を推進する
べきである。

日本では博士後期課程
の学生は企業にはあま
り受け入れられていな
い。そのため高い技術
力を持った人材を育成
するためには政府から
の援助が必要である。
また、ノーベル賞受賞者
の数などを見ても最先
端の分野での日本の科
学力は国際的にはまだ
まだ評価されているとは
言い難いので。

524
官公
庁

30～
39歳

経済
産業
省

27105
戦略的基盤
技術高度化
支援事業

このまま
推進すべ
き

本事業の予算の拡充、
強化をお願いしたい。日
本の基盤技術を支える
中小企業が県内には多
く、最近の経済のグロー
バル化や円高等による
空洞化の影響は大き
い。そのため、本事業に
よる川下企業のニーズ
を組んだ競争力の高い
新技術開発、新商品開
発が不可欠であり、本
事業の意義は大きい。

県内企業の保有する高
い技術力を活用して、
川下企業のニーズを組
んで、産学官連携によ
る新技術開発、新商品
開発を行うことにより、
技術力等のさらなるレ
ベルアップを図ることが
でき、県内経済の活性
化が期待できる。

525

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進すべ
き

優れた人材の養成や学
術研究の推進するため
に、狭隘化・老朽化が著
しい国立大学法人の施
設を、安全のためにも
早急に整備する必要が
ある。

法人化後の大学にとっ
て、施設整備にかける
費用の捻出は非常に困
難な状況にある。優れ
た人材を確保し、基盤
的・独創的・先端的な学
術研究を推進するため
に、また学生や教職員
の安全のためにも、積
極的な施設整備が必要
である。

526

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進すべ
き

世界をリードする潜在能
力を持つ加速器複合体
を早期に所定の性能を
引き出し、研究に供し、
結果を得て、基礎科学、
応用科学への日本の貢
献を世界に示すため
に、このまま推進すべき
だと思う。広い応用の可
能性を持つ中性子科
学、ノーベル賞級の成
果が期待されるニュート

J-PARCは陽子ビーム
を中心とした加速器複
合体であり、それを用い
て可能な研究領域は基
礎から応用まで多岐に
わたる。早期に研究成
果を得て、日本が世界
をリードしていくために
は、十分な予算措置が
望まれる。加速器運転
の初期段階にあるが、
経験を積んで、それに
基づいて安定的な運用
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リノ科学、世界的に見て
現在唯一の位置にある
ハドロン科学を推進す
べきである。

を今後していくことが、
世界に対して日本が優
位性を持つ研究分野を
伸展していくために重要
である。

527
官公
庁

50～
59歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進すべ
き

農業の生産現場に直結
した成果を見込んだ研
究事業であり、生産現
場での期待も大きいも
のがあります。予算削
減とありますが、現状維
持か更なる増額をお願
いします。 

地域農業の維持・発展
には現場に即した技術
開発が必要であり、これ
までは必要な研究費は
十分ではないが県費で
賄われてきました。しか
し、地方財政は破綻が
視野に入るほど逼迫し
てきており、県費のみで
は研究費が賄えず、研
究開発による県民生活
の向上という本来目標
の達成が困難化してい
る現状にあっては、本事
業は必要不可欠なもの
と考えます。

528
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

このまま
推進すべ
き

現在、太陽光発電・風
力発電等々自然エネル
ギーを利用した発電シ
ステムが開発され生活
の一部になりつつある
が、効率が低い為に小
規模なものにとどまって
いる。しかも自然が相手
なだけに安定した発電
供給が期待できない。
更に社会インフラ網を賄
うためには大きな発電
所レベルの設備が今後
も必要と考える。

化石燃料の生産見通し
と環境への影響と、核
分裂を利用した事故発
生時のリスクの高さを今
後も考えた場合に、「生
活と環境に安全なエネ
ルギー」の生産を考える
ときではないかと危惧し
ている。更に社会インフ
ラ網に安定供給する次
世代の大きな発電所と
して、大昔からある太陽
を応用した核融合エネ
ルギーを利用して行くべ
きではと考えている為
に、推進すべきと意見
する。又、日本の新しい
技術を開拓していくため
には「環境保全とエネル
ギー開発」がとても重要
なポイントと考えてい
る。

529

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業 グローバ
ルCOEプログ
ラム

このまま
推進すべ
き

グローバルCOEプログ
ラムにより、多くの大学
院生がTA、RA 
という形で授業料相当
分の援助を受け、将来
の奨学金の 
返済を心配することな
く、学業に勤しむことが
できるのは 
非常によいことだと思い

大学院教育では利潤追
求が求められる企業と
は異なった 
価値観・研究形態が提
供される。博士号を得た
人の多くは 
自分の専門の研究を活
かした職業に就くことが
できない 
世の中ですが、そういっ
た体験・経験は様々な
分野で 
プラスに働くはずであ

36



ます。 り、社会全体にとって有
益でであると 
考えます。

530

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24115

分子イメージ
ング研究戦
略推進プログ
ラム

このまま
推進すべ
き

平成２２年度予算より
も、平成２３年度概算要
求額が減額されている
が、むしろ増額して積極
的に推進するべきであ
る。

がんや認知症といった
現在、社会的に大きな
問題となっている疾病
の克服に向けた取り組
みの中で、分子イメージ
ング技術は有望なもの
であると考えられるた
め、現在より、もっと加
速して進めるべきであ
る。

531

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進すべ
き

地球規模の課題である
食料・環境・エネルギ
ー・健康などの問題にと
って、植物科学研究は
すべての基盤となる重
要な研究である。モデ
ルとなっているいくつか
の植物では、ゲノム解
読が完了しているが、
植物の生産性や品質な
どに関わる機構解明
は、世界中でもほとんど
進んでいない。植物の、
特にシステムズ生物学
的研究は、我が国が誇
る研究分野の一つであ
り、一層の推進が必要
である。

我が国の植物科学研究
の世界に占める位置は
非常に高く、世界をリー
ドする研究領域の一つ
として、一層の支援が必
要である。特に、地球規
模での課題であるととも
に人類の生存に不可欠
な植物科学は、今後さ
らに重点的に推進支援
すべき領域である。例え
ば、植物が生産するデ
ンプンは工学的には合
成できず、植物科学の
重要性がわかる、また、
植物の多様な代謝産物
は、人を含む他の生物
の生存基盤となってい
る。植物科学は、食料・
環境・エネルギー・健康
などの重要課題の解決
に資することが大いに
期待される。

532
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム

このまま
推進すべ
き

このまま推進すべきで
ある。 
更には、H22年度と同様
に「重点枠など」を準備
していただき、地域イノ
ベーションクラスタープ
ログラム（都市エリア
型）がH22年度で終了す
る地域について、何らか
の形で産学官連携事業
を継続できるように予算
確保などに於いてご配

・地域イノベーションクラ
スタープログラム（都市
エリア型）は、地域の科
学技術振興、産学官の
ネットワークづくり等を
目指すものである。これ
には、国からの継続的
な支援が必要となる。大
学等多くの事業担当研
究者（雇用を含む）、支
援者が関係して作り上
げてきたことを、H22年
度終了地域では継続出
来なくなると地域のまと
まった産学官連携事業
進展に対する影響は多
大となる。他の利用でき
る事業が殆ど無いこと
からH25年度までは繋
がせていただきたい。 
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慮の程お願いしたい。 ・自治体が国に代わっ
て地域科学技術振興施
策を実施するのは、予
算及び人的資源から難
しい。 
・研究者等の雇用面な
ど地域への影響が大き
い。 

533

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進すべ
き

研究成果についての公
平な評価の上に立ち、
若手／中堅／ベテラ
ン、および基礎学問、応
用分野にバランスよく最
低限の研究費の配分さ
れることを期待します。 
近年、トップダウン型の
大型研究に偏りすぎ、
大学法人化以降、地方
大学の疲弊が進み、研
究者／技術者の養成機
関としての活動が限界
になりつつあることを感
じます。

科学研究費補助金によ
り推進される学術研究
は、我が国のサイエン
スとテクノロジーの基盤
となっており、過去のノ
ーベル賞の研究も本補
助金によって生み出さ
れている。過度の選択
と集中は、将来の新分
野の芽の成長と地域、
技術など多様な面に置
ける重層的な人材の育
成と供給に大きな歪み
を生じると懸念します。

534

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24127
発生・再生科
学総合研究
事業

このまま
推進すべ
き

平成２３年度概算要求
額が、平成２２年度に比
べて、大きく減額されて
いるが、むしろ、増額を
して、研究を加速するべ
きである。

発生・再生研究は、これ
まで治療が難しかった
疾病に対して、画期的
な治療法を提供する再
生医療の基礎となる研
究であり、医療分野に
おける革新的な成果を
期待できる。日本が世
界をリードするために
も、これらの研究を加速
して進めるべきである。

535
官公
庁

50～
59歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

科学技術の活用による
地域の産業振興が全国
で展開され、それぞれ
の地域で、それぞれの
特質を活かした成果も
上がっています。 
例えば、産学官連携拠
点による拠点の進む明
確な方向性を定め、拠
点の計画を認定した上
で、これらの事業を導入
することにとで、方向性
を定めた効果的な事業
実施ができると考えま
す。 

産学官連携によるクラ
スターの形成は、科学
技術による国際競争力
の向上には不可欠であ
り、拠点の明確な方向
性に基づく産学官連携
研究開発の取り組み
は、わが国の技術力向
上に非常に有効である
と考えます。

大学・
公的
研究
機関 50～ 文部 分子イメージ このまま

神戸市医療産業都市の
中で、関西における大
学病院などとの連携を

神戸市医療産業都市に
は、先端医療センターを
はじめとする創薬、医療
技術の開発にかかわる
研究機関などが集積し
ている。また、関西は、
元来、医薬品企業や医
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536

（独
法・公
設試
等）

59歳 科学
省

24128

ング科学研
究事業

推進すべ
き

進めながら、分子イメー
ジングの技術開発を着
実に進めるべきである。

学の高いレベルの大学
が多数存在している。こ
れらのポテンシャルを活
かして、今後の創薬など
に有望な分子イメージン
グ技術を積極的に開発
すべきである。

537
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24130
ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

より拡張した予算組み
をするべきと考えます。

昨今のRNAiに関する研
究の進歩は早く、概要
資料にある限定的な範
囲にとどまることではな
いと思います。表題にあ
る昨日解明のみなら
ず、実際の病態治療の
領域にまで広がりつつ
ある多くの発表がありま
す。研究者の母数も増
加しています。また、日
本がこの分野で最先端
を維持するためには行
政からの拡充した補助
が必須となる分野です。

538

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

基礎研究（Ｃ）などの採
択率を上げることを目的
とするのではダメだと思
う。応募者の年齢等に
関係なく，萌芽性、ある
いは独自性への重点的
投資であればさらに配
分額を多くしてもよいの
ではないか。

科学技術創造立国を目
指すには，基礎分野や
自然分野など直接的な
ニーズに対応しない分
野への幅広い発掘の姿
勢が必要と考える。特
に学の体系の複雑化な
どが進む中，複合領域
にチャレンジする精神と
実行力を評価して欲し
いと思う。

539
官公
庁

50～
59歳

経済
産業
省

27105
戦略的基盤
技術高度化
支援事業

このまま
推進すべ
き

わが国製造業の技術力
を高め、また、高い技術
力を製品化につなげ、
空洞化を防ぐことが、経
済活性化、雇用創出に
は不可欠である。 
加えて、地域中小企業
の高い技術力の維持・
向上は、わが国の経済
基盤の強化に不可欠で
ある。

中小企業者の保有する
高い技術力を、川下企
業が活用して試作開発
までを行なう事業で、わ
が国製造業の国際競争
力を高める上で、非常
に有効。

540
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

60歳
～

農林
水産
省

26104
新農業展開
ゲノムプロジ
ェクト

このまま
推進すべ
き

我が国の食料自給率
は、カロリーベースで約
40%と極めて低く、多くを
輸入に頼っている現状
である。異常気象などで
輸入が出来なくなった場
合、国民の生存そのも
のが脅かされる。本プロ
ジェクトでは、ゲノム情
報を活用し、作物の品
種改良や生産性・品質

食糧自給率の向上は、
我が国の生活基盤を支
える上で極めて重要で
ある。ゲノム情報を最大
限に活用し、主要作物
の新品種を作出し、生
産性や品質の向上を目
指す本プロジェクトは、
さらに支援の強化を図
るべき重要な施策であ
る。同時に、輸入作物
の多くは遺伝子組換え
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等） の飛躍的な向上を目指
す基盤技術開発を推進
するもので、豊かな生活
基盤を支える上で極め
て重要である。

技術を多用しており、組
換え作物の管理技術の
高度化を図る上でも、本
プロジェクトは重要な位
置を占める。

541
公益
法人

40～
49歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

大幅に増額すべきであ
る。

数学に投資して新しい
展開を拓こうと、欧米・
中国は 
国家を挙げて取り組ん
でおり、その成果は既に
顕著に 
現れ始めている。我が
国も今、本気で取り組ま
ないと 
近い将来、科学・技術立
国そのものの基盤が崩
壊する 
危険性がある。

542

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進すべ
き

科学技術の活用による
地域の産業振興に多大
な貢献が可能なため。

産学官連携によるクラ
スター形成は国際競争
力の向上に不可欠であ
る。

543

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24007

細胞動態シ
ステム科学
基盤研究事
業

このまま
推進すべ
き

今後１０年間に集中的
に取り組むべきであり、
平成２３年度予算にお
いて、大幅な増額をする
べきである。

細胞動態システム科学
は、様々なライフサイエ
ンス研究において必要
な基盤技術の開発を含
むとともに、その応用
は、今後のライフサイエ
ンス研究の大きなトレン
ドとなることが予想され
る。このため、日本がこ
の分野で世界のトップと
なるべく、集中的に資源
を投入すべきである。

544
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27108

低炭素社会
を実現する超
低電力デバ
イスプロジェ
クト

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

マスクおよびレジストの
評価技術を開発すると
あるが、加えて、マス
ク、レジストそのものを
開発すべきだ。 
または、評価技術開発
だけなら3年で完了すべ
きだ。

評価技術の開発だけで
5年もかけるのでは遅
い。 
2015年にはEUVを使っ
たLSI量産は始まってい
ると思う。

545

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

新規採用も行うべき。 

今の日本の学生（博士
課程の学生でも）は卒
業までに多大な借金を
背負う仕組みになって
いる。本当はもっと別の
方法があるべきだと思う
が、学生に研究資金を
補助するとともに経済面
も助けるＧＣＯＥは必要
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等） である。継続するだけで
なく、新規も増やすべき
である。

546
官公
庁

50～
59歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進すべ
き

優れた研究成果を活か
したイノベーションを創
出するため強力に推進
すべきである。

事業のこれまでの蓄積
がようやく成果として実
ろうとしている。ここで実
施体制を脆弱化させる
ことは、今までの努力を
水泡に帰すことになる。

547

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

グローバルCOEプログ
ラムは非常に有意義で
あると思います

資金面での支援が大き
いです。私はコストを理
由に実験の規模が決ま
ることが非常に残念なこ
とだと思いますが、それ
がまかり通っている
由々しき事態が大学研
究の実情だと思いま
す。装置開発などには
多額の費用がかかるた
め、優先的に資金を回
してもらわないと立ち行
かないところがあると思
います

548

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27105
戦略的基盤
技術高度化
支援事業

このまま
推進すべ
き

我が国製造業の技術力
を高め、製品化につな
げ、空洞化を防ぐことが
経済活性化、雇用創出
につながる。

中小企業の保有する高
い技術力を川下企業が
活用し試作開発を行う
事業であり、国際競争
力を高める上で有効で
ある。

549

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133 特に無し
このまま
推進すべ
き

特に無し
従来どうり、手当願いた
い。

550

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

多省庁に分散している
科学技術のための補助
金制度を科学研究費補
助金制度に収束させ、
予算を５倍以上に増や
して、課題あたりの配分
額を２倍以上にするとと
もに、採択率を50%に上
げるべきである。こうす
ることにより、研究者は
研究に専念できるように
なり、研究者を目指す
大学院生も増えてくるで

国立大学への運営費交
付金が削減され、大学
から各教員へ配分され
る研究資金だけでは研
究活動を行うには全く不
十分である。このため、
競争的外部資金の獲得
が必須であるが、科学
研究費補助金は最大か
つ最も基本となるもので
ある。科学研究費補助
金が現状以下に削減さ
れると、地方国立大学
では研究をしない大学
教員の和が３分の２以
上になり、大学の機能
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あろう。 は完全に麻痺する。税
金も無駄になる。学生も
将来に希望を失い、教
員・研究者を目指すもの
はいなくなるであろう。

551

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

厚生
労働
省

25107

うつ病を中心
としたメンタ
ル看護相談
における看護
師育成のス
キルトレーニ
ングの開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

「うつ病看護師」を中心
としたメンタル看護相談
をわが国でも病院や保
健所で実施し、うつ病の
早期発見・早期介入に
よる自殺予防と確実な
社会復帰につなげるこ
とを目的とする。 
具体的には、精神科経
験のある看護師を一定
期間研修後、専任の看
護師として日本各地で
相談外来を実施し、より
社会生活に応じた治療
的介入をすることであ
る。

フィンランドでうつ病と自
殺予防のプロジェクトで
実績をあげている「うつ
病看護師」の存在は、
入院の短縮化など医療
費の削減にもつながっ
ている。すでに私は4年
前から大学病院総合診
療部外来で実施してい
るが、時間をかけて相
談に乗り、服薬指導や
家族指導など相互作用
を活用したナラティブア
プローチから、社会参加
と自殺予防に効果があ
り、地域性も考慮したか
かわりができている。

552

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24185
研究成果最
適展開支援
事業

このまま
推進すべ
き

研究成果を企業へ展開
するために様々なスキ
ームがあり、必要であ
る。

研究のそれぞれのステ
ージに応じたメニューが
あり、起業家支援が可
能である。

553

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

その他
今までの具体的成果は
何か等、見直しと周知
が必要だと思います。

現在までの地域クラスタ
ー事業の、対費用効果
が見えにくいと感じてき
ました。判断材料がない
という感じがしておりま
す。

554

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24191
第26号科学
衛星
（ASTRO-H）

このまま
推進すべ
き

世界が期待する
ASTRO-Hを、是非強く
推進して頂きたい。

はやぶさの例が示した
ように、宇宙科学は多く
の人をひきつける。若者
の学力低下、理科離れ
に対する強力な手段と
なりうる。のみならず、
ASTRO-Hは欧米をはじ
め世界中の研究者が注
目する革新的衛星であ
る。これを国策として推
進しない手はない。

大学・

多数の特許について、
外国出願の支援を頂い
ています。多額の資源
を特許出願、維持に充
当することが出来ない

弊大学では2004年の法
人化以降、知的財産の
有効活用に向けて組織
を整備し、活動を進めて
きました。年々ライセン
ス実績等も増加してきま
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555

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24186
知財活用支
援事業

このまま
推進すべ
き

大学にとって、外国出願
を自費で行うことは大変
難しく、ぜひ本制度は継
続していただきたく考え
ます。またコモンズ等の
支援も、個々の研究に
没頭する多数の大学の
研究者の発明を、分野
ごとに一括利用する点
では、大変有効な方法
と思います。

したが、まだまだ資源、
人材、活動ノウハウの
各面でその基盤が脆弱
な状態であり、独り立ち
できる状態ではありませ
ん。今しばらく国の支援
を継続いただきながら、
大学発の技術の我が国
産業界への寄与が目に
見える状態に出来るよ
う、進めていきたいと考
えます。

556

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122
ターゲットタン
パク プログラ
ム

このまま
推進すべ
き

是非ともこのプロジェク
トを推進していただきた
く思います。

将来的に全人類にとっ
て大変重要となるであろ
う知的財産を構築する
ようなプロジェクトであ
る。また日本の構造生
物学や創薬研究にとっ
て大変重要で、そのた
め大学や企業で関心の
高い分野である。

557

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

グローバルCOEプログ
ラムは、成果が出てい
ると思う。是非このまま
推進すべき。

現代の大学生の学力水
準は、一昔前の高校生
程度といっても極論で
はないかもしれない。つ
まり、大学院まで教育し
てようやく一昔前の大学
生のレベルになるといっ
てもよい。大学院教育を
充実させるグローバル
COEは非常に大切であ
る。

558
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進すべ
き

旧来どおりのインフラ設
備の建設工事費等に公
共予算をつけるのでは
なく、エコで且つ物流・ロ
ジスティクスの合理化に
つながる先進ICT技術
やグリーン物流等の実
証実験に重点投資すべ
き。

日本の物流・ロジスティ
クスサービスと精度は
世界一の品質を誇って
いるが、国の戦略投資
支援や事業推進支援が
あまりに少ないので国
際競争力が低下してい
る。

559

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進すべ
き

ゲノム医科学研究事業
は、病気の原因解明や
予防、治療のために必
須の事業であり、是非と
もこのまま推進すべきで
ある。

この事業を推進しない
と、日本の医療の質の
低下につながる恐れが
ある。

560

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

文部
科学
省

24143
大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ

このまま
推進すべ
き

グローバルCOEプログ
ラムは、今まで以上にも
っと推進すべきである。

大学における研究活動
で大きな役割を担って
いる大学院生の生活を
保障する仕組みは重要
であり、優秀な学生が
進学するような魅力ある
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設試
等）

ム 大学院を作るには必須
である。

561

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

21世紀COEに引き続き
グローバルCOEが現在
進められているが、この
施策によって、世界的な
研究競争の中でトップグ
ループを形成している
研究科や専攻の博士課
程学生や若手教員が
様々な視点から支援さ
れ、世界レベルで活躍
する独立研究者へと育
てられており、これまで
以上に手厚い支援を行
うべきである。また、そう
した拠点を支援している
大学を経費的に支える
ために、間接経費を復
活させるべきである。

昨年の仕分けにおい
て、グローバルCOEなど
の採択件数が多すぎる
という意見が出たが、
「生命科学」、「材料・化
学」など大まかに括って
も10分野の総数が140
件となっており、例えば
「数学・物理学・地球科
学」で14件となってい
る。これでは、当該分野
で世界のトップ100に入
っている専攻や研究科
でも支援されない機関
が出て来ており、予算
の大幅な増額による幅
広い支援が必要と考え
る。急激に研究力を上
げている中国や韓国
は、日本のCOEを真似
た研究支援に多額の投
資を行っていることを踏
まえた施策が必要と考
える。

562

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20116
電磁波計測
基盤技術の
研究開発

このまま
推進すべ
き

地球規模の雲特性，降
雨分布などの観測は極
めて重要であり，積極
的に推進すべき研究テ
ーマである．

地球温暖化に伴い，激
甚災害や異常気象など
人命，生態系，社会シ
ステムに多大な影響を
及ぼす兆候が見られ
る．電磁波計測は，この
ような自然現象の広域
かつ効率的観測に必須
である．

563

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実現
プログラム

このまま
推進すべ
き

薬の効き方や副作用の
出方は、個人個人によ
って違うことが知られて
いる。この機序解明の
ために、本施策の推進
は是非とも必要なもの
である。

この事業を推進しない
と、オーダーメイド医療
の推進が滞る恐れがあ
り、結果として医療費の
抑制につながらなくなる
可能性が高い。

564

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24015
観測・予測研
究領域

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

先進国の中で最も種々
の災害に見舞われてい
る我が国が，世界でリ
ードしてきた実績を踏ま
えて，今後取り組むべき
研究課題である。災害
軽減，人命の安全確保
の出発点は，観測・予
測技術が第一であるこ
とは明らかであるが，国
内及び世界的ニーズ等
及び他省庁の取り組み
も考慮しながら，個々の

地震，火山噴火，大気
災害について，他省庁
も積極的に取り組んで
いて実績のある研究課
題があるものと，他省庁
では実績や研究推進能
力が不足している課題
もある。国の予算が厳し
い中で，文部科学省が
主導して取り組むべき
課題と，他省庁を支援
するテーマをある程度
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研究課題の優先順位を
定め実施する必要があ
る。

区分して，効率的な研
究推進と予算配分が必
要である。

565

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進すべ
き

国立大学法人等施設、
つまり日本の高等教育・
研究基盤に対する予算
は、これ以上削減すべ
きではない。

豊かな国を作るのは、
結局は、優秀な人材で
ある。目先の利益やそ
の時代の流行りの短期
研究の成果ばかり追求
するのではなく、広い分
野にまたがった長期に
安定した高等教育・研
究基盤を維持すること
が、日本の将来に対し
て重要だと思う。

566

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

その他

（24008テニュアトラック
普及・定着事業,24009
特別奨励研究員事業と
共通する意見です。） 
 
若手研究者支援は必須
だと思います。 
ただ、支援後に、各機関
任せだけにしないでほし
いと感じております。施
策を作る際に、機関側
の状況と擦り合わせ
等、工夫いただきたいで
す。

支援は必要ですが、結
果として、非常勤職や任
期職となり、安定雇用に
たどり着くまでに年齢を
重ね、現代の社会価値
観ではまだ若い方がよ
いという価値観がありま
すので、安定雇用に結
びつきにくくなっていると
感じます。 
また、アカデミックポスト
自体に数が限られてい
る中、ポストに就けない
人材も増えていると思
います。出口"の工夫を
お願いします。"

567

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進すべ
き

大学での基盤的研究を
進める上で，必要な経
費．最低限の研究が継
続できるよう，薄くてもい
いから広く交付すべき．
研究者に研究資金を出
さないのは，価値ある人
的資源を遊ばせること
になってしまいます．

大学の運営費交付金が
大幅に減額されている
ので，これを補償できる
制度として拡充が必要
です．

568

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進すべ
き

 将来，社会の役に立
つかどうかということは
考えずに，研究者の自
由な発想に基づく基礎
研究を支援している科
学研究費補助金制度
は，世界に向けて日本
の科学技術力を示す指
標になっています． 
 今後とも，国内研究機

 文化的に成熟期を迎
えつつある日本社会に
とって，芸術や科学技
術の面で世界に貢献す
ることは義務であると考
えます．科学研究費補
助金の総額は，日本が
世界に向けて誇りを持
って示すことのできる貢
献だと思います．今流
行りの研究課題に振り
回されることなく，次世
代のシーズを発見する
ためには，研究者の多
様性に根ざした補助金
が不可欠です． 
 科学研究費補助金の
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設試
等）

関に勤務する研究者に
とって最も重要な科学
研究費補助金を，最優
先施策として取り上げて
いただきたいと思いま
す．

内訳には陽には入りま
せんが，大学ではこの
補助金を通じて将来の
我が国を担う人材の育
成も行っています．大学
の運営費交付金の大幅
な削減もあると聞いてお
りますが，一国を形作る
のは人以外にありませ
ん．科学研究費補助金
は日本の人文・科学技
術を面白くする人々の
底辺を支えています．

569

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

このまま
推進すべ
き

日本には、ドイツのマッ
クスプランク研究所のよ
うに、「世界から見える
先端研究拠点」がない
ように思う。

日本では、個々の研究
者が、それぞれの大学・
研究所で世界的レベル
の研究成果を挙げてい
るが、それらを集結し相
乗効果により、「世界か
ら見える先端研究拠点」
を形成することが必要。

570

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

厚生
労働
省

25104
第3次対か?
ん総合戦略
研究

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

支援中の課題について
は、成果を十分にあげ
てきたか、世界的な競
争力はあるのか、真に
がん克服に向かってい
るかを評価の上、新規
の課題についも厳密な
評価の上、力強く推進
すべきである。評価委
員には、高い科学的見
識と、自分が評価した課
題が成果を挙げるか否
かに関して強い責任感
とをもつ研究者を任命
する工夫が必要であ
る。

ゲノム・エピゲノム情報
に基づくテーラーメード
がん治療が実現可能な
状況になってきている。
世界で使われる診断
薬・治療薬を開発しない
限り、よいがん医療を受
ければ受けるだけ外国
に資金が流れる状態が
悪化し続ける。また、長
らく「配分が不透明であ
る」と専門家の批判の
対象であった三次対が
んも、国立がん研究セ
ンターの体制一新に伴
い、力強い研究組織に
変革しうる。世界的な研
究者である中村祐輔所
長への期待は大きい。

571

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究補
助金

このまま
推進すべ
き

科学研究費補助金は全
国のあらゆる分野の研
究者の研究を支える経
費となっている。現在の
日本で、国際的な競争
力を本当に持っている
のは科学・技術力とそ
の基礎となる研究力で
ある。今後、科学・技術
で国際的に指導的な、
尊敬される国となるため
にも、さらなる予算投資
が求められる。昨年度
は2000億円で、今年度

昨年度、当初30名に
2700億円を投資してグ
リーンイノベーションや
ライフイノベーション分
野の研究を推進すると
いうプロジェクトが出て
きた。最終的には2000
億円程度に減額となっ
たが、一つの研究グル
ープが60億もの予算に
見合う研究成果を出せ
るとはほとんど考えられ
ず、誰がその責任を取
るのであろうか？このよ
うな、不見識な予算投
資は直ちに中止し、全
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の概算要求では多少の
増額となっているが不
十分であり、3000億円
の規模で研究を支援す
べきである。

国の研究者の素晴らし
い研究を節度ある金額
で支援してこそ、費用対
効果の高い研究投資が
出来ると考える。大型プ
ロジェクトはERATO程度
の規模で充分である。

572

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進すべ
き

科学研究費補助金は我
が国の科学・技術を推
進する原動力となって
おり，我が国が国際的
なプレゼンスを維持する
には必須の制度であ
る。特に目的指向では
ない研究をも重視する
施策は科研費独自のも
のであり，長いスパンで
の国の活力維持に最も
重要なものである。これ
を計画に従って推進す
ることは，政府の重要な
責任と認識する。

現在，大学等では運営
費が一律に削除を受け
ており，研究活動を継続
することは外部資金が
なくては全く不可能な状
況にまで追い込まれて
いる。このような状況下
で，基礎的な側面の大
きな研究を継続するに
は，科研費制度の推進
を滞らせることがあって
はならない。基礎的な研
究の推進は成果が見え
にくいが，長期的な産業
構造の変化についてい
くには，止めてはならな
いものである。これを停
滞させた時には，30年
後の我が国は，近隣国
に埋もれて全くプレゼン
スと国力を失う結果とな
ることはほぼ確実であ
る。

573

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

この施策はこのまま推
進すべきである。

そもそも、日本は大学院
博士課程（後期）になっ
ても多額の授業料を払
わせていること自体、既
に世界から遅れている。
今後、より一層国際化
が進めば、若い人材が
海外へ流出してしまうの
は目に見えている。一
方、この施策は、大学
院生を国際的に卓越し
た教育研究拠点の構成
員として働かせ、給与を
与えることで、多額の授
業料をサポートしている
一面もある。今後、日本
が世界と伍する競争力
を養うためには、この施
策は最低限必要なもの
であると考える。

HPCのインフラ構築が、

基礎科学から新技術開
発において「計算機の
中で実験する」手法は、
人類が見出した効率的
な手段の１つであり、今
後もハード面とその進
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574

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュー
ティング・イン
フラ（HPCI）
の構築

このまま
推進すべ
き

アメリカ、ヨーロッパ各
国（ユーロという単位で
はない）、近年では中国
に比べても遅れている
という認識がされていな
い、と考える。冷静に
「現在の」世界と日本を
眺めて意見を述べる人
材が本施策の妥当性を
検討する上で必要と考
える。

展に伴うアプリケーショ
ン開発のニーズはさら
に向上する。他方、欧米
各国、中国は極めて早
いスピードでHPCのイン
フラ構築を進めている。
本施策は、我が国が今
後の科学と技術革新を
推進することを諦めるの
でなければ、最低限す
べきことであると考える
から。他方、この際、中
国の１つの省として取り
込んでもらうのも選択枝
の１つと考える。

575

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24130

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業 
（内、オミック
ス基盤研究）

推進すべ
きではな
い

当該事業は技術開発を
主体とした研究に特化
し、事業を縮小して、転
写産物の機能解析など
の基礎研究は目標から
除外すべきである。

次世代シーケンサーを
用いた塩基配列の解析
や、バイオインフォマテ
ィクスなどの技術開発
等で優れた成果を上げ
ていることは認められる
が、予算規模に比して、
当該事業が主体となっ
た研究業績（論文数）が
きわめて少ない。おそら
くは機能解析を行う研
究体制になっていない
ことが原因と考えられ
る。また、学会等での情
報発信が極端に少なく、
基盤整備といいながら、
国内の研究者に開かれ
た研究体制となってい
ない。この事業に予算を
割くことは、当該分野の
発展の障害となる可能
性がある。

576

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24176

光・量子科学
研究拠点形
成に向けた
基盤技術

このまま
推進すべ
き

光・量子科学研究は、
重点科学技術の中の単
なる一項目ではなく、ナ
ノ・材料、生命、情報通
信等の多々ある科学技
術、産業技術を支える
共通的な基盤技術であ
る。その横断的な性格
を考えれば、個々の重
要技術分野のニーズと
光・量子科学研究の生
み出すシーズを効果的
かつ迅速に融合するた
めのネットワーク型の研
究拠点の重要性は論を
待たない。従って、本施
策は優先的に継続すべ
きものと考える。

明確な出口を持つ個別
の技術分野への投資は
もちろん重要であるが、
そのような縦糸に対し
て、複数の分野にまた
がる横糸的なテクノロジ
ーの存在を見逃しては
ならない。そのような共
通基盤技術を効率的に
発展させ、その成果を
迅速に個々の技術分野
へ還元するためには、
横糸的な施策を合わせ
て実施することが必要
であり、限られた予算を
最も有効に投資するこ
とに繋がる。光科学は、
そのような横糸的テクノ
ロジーの筆頭であると
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いえる。

577

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤技
術に関する
研究開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

本施策は「次世代」を目
標としており、既存技術
の延長のみならず、新
たなブレークスルーが
必要と考えられる。一
方、2014-15年に技術確
立を目標・達成期限とす
るには、低消費電力な
どは努力改善で実現で
きたとしても、災害やサ
イバーテロ攻撃に対す
る安心・安全性や、急増
する移動体通信への対
処など、2020年以降の
核となる技術を研究開
発できるのか疑問であ
る。 
 
そこで、現行の評価基
準では進捗や成果が判
断しづらい挑戦的な課
題に、目標や期限を再
考し増額して先行投資
すべきである。アイデア
勝負なので、箱モノより
雇用（人件費）に予算が
必要となる点でも良い。
実用化や普及は、研究
開発とは別のビジネス
戦略として捉えるべきで
はないか？

次世代のネットワーク構
築の基本原理や技術
は、10-20年後における
社会基盤（インフラ）とし
て、情報通信のみなら
ず、航空、物流（道路や
鉄道）、経済取引、など
の在り方に強く関わり、
国際社会における持続
的な価値（我が国の優
位性）を提供できる。し
かも、そうした大規模な
ネットワークの建設・運
用は、新たな雇用や社
会活動（活性化）をも生
み出す。直接的な経済
効果だけではない。 
 
ネットワーク研究に欧米
では既に、通信のみな
らず、経済、環境（食物
連鎖や薬害）、感染爆
発阻止、軍事などに広く
関わる研究課題として
国家戦略的な重点投資
が行われている。従来
の通信技術の考え方に
縛られない、挑戦的な
投資配分が望まれる。

578

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラッ
ク普及・定着
事業

推進すべ
きではな
い

「テニュアトラック教員が
新規に200人採用される
ことを目指す。」との目
標ですが、この程度の
人数の採用ならば、こ
の政策はかえって焼け
石に水になりかねませ
ん。それ以前に、この政
策そのものがその場し
のぎにしか聞こえませ
ん。

この政策が対象とする
ポスドクの人数は、１万
とも２万とも言われてい
ます。一方で、この政策
で採用可能な人数は２
００人です。１割にも満
たないポスドク研究者を
雇ったところで、ポスドク
研究者に希望を与える
ことはできないでしょう。

579

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

推進すべ
きではな
い

勉強は自分でするも
の。時間的余裕があり、
入学試験の足かせもな
い学生のために、わざ
わざこのようなプログラ
ムを用意する意味がな
い。教員は、正規の講
義に情熱を注ぐべきで
あり、このような制度は
不要。

現在の大学に、さらに新
しい別カリキュラムを立
ち上げる余裕があると
は思えない。特に講義
負担の多い地方大学に
このような総花的な内
容を要求するのは酷で
ある。学長・理事等が応
募して、そのしわ寄せが
教員に来るのは間違い
ない。結果、ますます教
育の質が下がる。

現在，大学等では運営
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580

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進すべ
き

我が国の科学・技術を
持続的に推進し，我が
国が国際的なプレゼン
スを維持するには，次
世代を担う研究者の育
成が必須である。特別
研究員制度は，有望な
人材を選考して，経済
的な不安なく研究者とし
ての能力とキャリアを向
上させるのに，極めて重
要な役割を担っており，
長いスパンでの国の活
力維持に大きく資するも
のである。これを計画に
従って推進することは，
政府の重要な責任と認
識する。

費が一律に削減を受け
ており，人員も例外では
ない。その結果，次世代
を担うべき助教等の定
員が減少するという憂う
べき自体になっている。
このような状況におい
て，特別研究員制度の
担う役割は極めて重い
と言わねばならない。こ
の制度を止めてしまって
は，将来の我が国の科
学・技術のレベル，ひい
ては長期的な産業構造
を荒廃させてしまうこと
は火を見るより明らかで
ある。「元気な日本」を
本気で復活させる気で
あれば，このような形で
の若手研究者支援の重
要性を政府は十分認識
すべきである。

581

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

外務
省

22103
インフラ海外
展開の基盤
整備支援

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

鉱物資源ではなく，人的
資源の発掘により日本
と相手国との経済的関
係を築くという発想は大
変面白いと思います．し
かし，これまで日本が支
援してきたアジアの
国々はもはや「開発途
上国」ではなくなりつつ
あります．また，本来は
JICA等の援助と同時に
人的ネットワークを形成
しておかなければなりま
せん．現状では，おそら
くそのようなネットワーク
はすでに形成されてい
るのですが，うまく活用
されていないのではな
いでしょうか？今から敢
えて基盤整備支援をす
るのではなく，今ある人
的ネットワークに注目
し，それを積極的に支
援し，当該国との関係で
は２番手に甘んじないよ
うにすべきだと思いま
す．２番手以下では勝て
ません． 

人的ネットワークがうま
く活用できていない第一
の理由は，日本人側の
語学力を含むコミュニケ
ーション能力が低いこと
にあります．第二の理
由は，政府が内向きで
日本の科学・技術を積
極的に売り込んでいな
いためです．具体的に
建設産業について言え
ば，これまでは潤沢な
税金で国内だけで商売
できたのですが，海外
に出たとたんに赤字を
抱えています．国内建
設産業が抱える弱点
は，やはりコミュニケー
ション能力の不足と，そ
れを補うための政府の
バックアップ，トップセー
ルスのなさにあります．
日本の建設産業のもつ
技術力の高さは，トヨタ
やパナソニックなどに匹
敵するものがあるので，
自信をもって売り込んで
いただきたいと思いま
す．人的ネットワークが
必要であれば，大学は
その宝庫です．積極的
な支援をお願いいたし
ます．

不景気の影響もあり、
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582
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20112

ユニバーサ
ル音声・言語
コミュニケー
ション技術の
研究開発

このまま
推進すべ
き

グローバル化は必須と
思われる現在、コミュニ
ケーションの円滑化を
進める為にも、音声や
言語の研究開発は継続
してほしい。

海外へ留学する学生の
数は減少経過にある。
社内公用語を英語にす
る企業が日本にも出て
きたものの、まだまだ氷
山の一角に過ぎない。
日本経済の下支えの為
にも、企業の海外の展
開や訪日観光客対応の
観光地を増加させる為
にも言語の障壁を下げ
る研究はぜひとも継続
してほしく、お願いする
次第。

583

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24122

革新的たん
ぱく質・細胞
解析研究イニ
シアティブ

このまま
推進すべ
き

生物を構成する基礎と
なるタンパク質の解明
は、生命の解明、医学、
薬学、産業分野の発展
に必要な基礎研究。長
期的な視野で研究継続
ができる研究費が必要
と思う。

生命解明分野において
も、近年の中国、韓国、
インドなどは、国を挙げ
ての勢い。地道な研究
には多くの人材や、デー
タ測定に必要な大掛か
りな装置など 莫大な費
用が必要となるので。

584

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュー
ティング・イン
フラ（HPCI）
の構築

このまま
推進すべ
き

着実な推進を望みま
す。その際、多様なユー
ザーニーズに応える革
新的な計算環境を実現
する、という施策目的を
確実に実現するため、
「京」の整備を着実に進
めると同時に、「京」が
最適でないユーザに対
する、これよりは小規模
でも多様な計算資源の
整備を併せて進めるこ
とを望みます。これによ
り、HPCIが全体として、
多くの研究内容に対し、
優れた研究基盤を提供
するものとなることを期
待します。

計算環境整備の成果
は、第一義的には、そ
れにより得られた研究
成果で測られるべきも
のです。研究内容・アプ
リケーションにより、最
適なコンピュータアーキ
テクチャは異なります。
ベンチマーク性能のみ
にとらわれず、専用計
算機を含む多様なアー
キテクチャの高性能計
算機技術を開発し、実
際に優れた研究成果に
つなげてきたことは、企
業を含め日本のHPCコ
ミュニティの誇るべき特
徴といえ、安易に損なわ
れるべきでないと思わ
れます。

585
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27005

グリーンサス
ティナブルケ
ミカルプロセ
ス基盤技術
開発

このまま
推進すべ
き

１．非石油由来かつ生
分解性材料の技術開発
検討は是非進めるべ
き。 
 
２．産官学で協力して互
いの技術を活用してシ
ナジー効果をだして進
めるべき。

１．エネルギー・資源・廃
棄物問題に必ず役にた
つはず。特に日本のよう
な資源輸入型に対して
はかなり有効な基盤技
術になると大いに期待
している。 
 
２．人々のライフスタイ
ルを変えるほどの非常
に影響力有るテーマに
成り得るので、要素技
術と応用技術をうまくミ
ックスすべく、産学で協
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働し、官が大きな流れを
作って音頭をとっていく
べきである。

586

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

グローバルな活躍がで
きるような人材の育成
のためには、この施策
は大変有効だと思いま
す。

人材育成にはある程度
の時間を要します。ここ
で打ち切るのは適当で
はないと思います。

587

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（WPI）

このまま
推進すべ
き

世界トップレベル研究拠
点プログラム（WPI）は、
科学立国が現実的な日
本の将来像であるとい
う紛れもない事実を鑑
みると、日本国の科学
研究の将来にとって非
常に重要な施策です。
日本の科学研究が世界
から遅れをとることのな
いよう、当施策を推進す
べきと存じます。

世界トップレベル研究拠
点プログラム（WPI）は、
世界の科学技術リーダ
ー国としての役割を果
たすために、世界をリー
ドできる新たな研究組
織のモデル作りを目指
している。それ故、日本
国の今後にとって極め
て重要な事業予算であ
ることが明らかであるた
め。

588
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム ）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

”多量のエネルギーを消
費する動力源”に対して
ICTの制御技術での効
率改善よりCO2削減で
きる分野にも注力すべ
きである。 
動力源として身近にあ
るものは自動車であり、
これのICT分野としては
交通流制御などがあ
る。

現在のプログラムの適
用範囲が、ICT分野であ
るが、単に、個々の情
報電子装置の消費電力
低減でCO2を削減する
ことに加え、 
CO2排出と直結する”多
量のエネルギーを消費
する動力源”に対しての
制御技術でCO2を削減
を考えたほうが効果が
大きい。 
日本の主要産業として
の自動車のICT技術を
発展させることは、技術
波及の面からも意味は
大きい。

589

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

近い目的・政策効果を
持つ、施策番号24154と
一体化するのが効果的
と思われます。両施策
の予算額を合計すると、
例えば、海外特別研究
員（現状は年140人程度
と博士号取得者の1％
未満）の倍増が可能で
大きなインパクトを持ち
ます。一方、本施策の
目標で、若手研究者の
海外派遣への不安感の
解消が挙げられたこと
は、最近の大学院生の

学振が実施するのであ
れば、別個の制度を設
けるより、既存の海外特
別研究員制度等を拡
充・改良する方が、運営
コストと応募者側の手間
をともに削減できると思
われるからです（但し、
審査方法、期間等の多
様化は、検討の余地が
あります）。また、研究
組織の戦略という形で
枠をはめるよりは、若手
の不安感を解消するた
めの組織的サポートに
とどめ、研究内容は若
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傾向に照らして評価で
きる点であり、このため
の支援策が実施される
ことを望みます。

手の自由な発想に任せ
る方が、将来の自発的
な頭脳循環につながる
と思われます。

590
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤技
術に関する
研究開発

このまま
推進すべ
き

新世代ネットワーク技術
の研究と、開発技術の
大規模ネットワークでの
安定動作や運用上の早
期課題発見、及び利活
用を促進するためのア
プリケーション実験ので
きる、大規模なテストベ
ッドの構築とを合わせて
実施すべきである。

インターネット等のネット
ワークは、日常生活だ
けでなくビジネスにおい
ても必要不可欠なインフ
ラになりつつある一方、
接続端末やトラヒックの
増加は著しく、今後数十
年にわたり安定的に動
作するかが危ぶまれて
いる。そこで世界的に新
たなネットワークの構築
機運が高まっており、欧
州におけるFP7や米国
におけるNSF FIND、
GENIプロジェクト等にお
いて、数10億単位の予
算が投入されている。
我が国の安定的な発展
と世界的な競争力を強
化するためには、新世
代ネットワークの研究と
開発技術の実用化を加
速するためのテストベッ
ドの構築に投資すること
は重要である。

591

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

研究費のように公募し
成果（論文数や特許等）
によって選考されるべき
ではないのでは？アン
ケート形式とヒアリング
によって早急に支援が
必要な女性研究者を選
考すべきでは？

家族収入や保育園入園
状況を考慮した選考結
果でなければ、これから
結婚して出産を考えて
いる女性研究者が本当
に安心して子育てと研
究を両立できるようには
ならないのでは？子育
てには休みはなく毎日
のことであり、例えば夫
の仕事が忙しい等で女
性研究者がほとんど家
事と育児を行っている
のであれば優先的に支
援するべき。研究進行
状況を考えながら結
婚、出産、子育てを考え
る負担は予想以上に大
きいのでは？成果数に
よって選考する研究費
とは別次元の支援であ
るのでは？

インターネット等のネット
ワークは、日常生活だ
けでなくビジネスにおい
ても必要不可欠なインフ
ラになりつつある一方、
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592
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）構
築事業

このまま
推進すべ
き

新世代ネットワーク技術
の研究と、開発技術の
大規模ネットワークでの
安定動作や運用上の早
期課題発見、及び利活
用を促進するためのア
プリケーション実験ので
きる、大規模なテストベ
ッドの構築とを合わせて
実施すべきである。

接続端末やトラヒックの
増加は著しく、今後数十
年にわたり安定的に動
作するかが危ぶまれて
いる。そこで世界的に新
たなネットワークの構築
機運が高まっており、欧
州におけるFP7や米国
におけるNSF FIND、
GENIプロジェクト等にお
いて、数10億単位の予
算が投入されている。
我が国の安定的な発展
と世界的な競争力を強
化するためには、新世
代ネットワークの研究と
開発技術の実用化を加
速するためのテストベッ
ドの構築に投資すること
は重要である。

593

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

交付金をさらに増やした
方がよいと思います．

日本の知的基盤の維
持/発展には、これら基
礎研究を支える研究費
補助金のさらなる充実
が必要と考えます．

594

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

このまま
推進すべ
き

脳科学の重要な解析課
題を多岐にわたり網羅
し、プロジェクトのバラン
スが良い。

近年とみに増加してい
るうつや自閉症は、発
症が比較的若い人が多
く、働き盛りの人々の活
力、ひいては日本の国
力の低下を招く大問題
であり、これらの発症メ
カニズムや治療法など
の確立につながる本研
究課題は積極的に推進
するべきである。

595

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24154

研究者の養
成（海外特別
研究員、若手
研究者 イン
ターナショナ
ル・トレーニン
グ・プログラ
ム）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

海外支援する対象年齢
の見直し。

2009年の平均初婚年齢
は夫30.4歳、妻28.6歳と
いう現状に対して、海外
特別研究員制度の資格
者が34歳未満の者であ
る設定は見直す必要が
あるのでは？おそらく研
究者の平均結婚年齢や
初出産年齢は平均より
も高いことも感覚的に少
なくないと思われる。結
婚と留学、出産と留学を
人生設計の中で考え選
択することは容易では
ないので、年齢制限なし
で年齢枠ごとの支援と
選考基準の設定がなけ
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れば研究者育成とはい
えない。

596

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24123
脳科学総合
研究事業費

このまま
推進すべ
き

研究計画のバランスが
良い。

超高齢化社会を迎え、
アルツハイマー病やパ
ーキンソン病、ボケ等の
発症原因の解明や治療
法の確立は急務とされ
る。これらの研究は健
やかで人間らしい生活
を送るための礎ともなる
ため、さらに推進すべき
である。

597

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進すべ
き

グローバルＣＯＥプログ
ラムへの予算を、維持
することを希望します。

グローバルＣＯＥが、研
究機関の資金源となっ
ているからです。特に基
礎研究に対する資金と
して重要なものです。基
礎研究は、国力の維
持・強化に必須です。基
礎研究のために、グロ
ーバルＣＯＥの予算を維
持・増額してください。

598

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進すべ
き

強力に推進すべきであ
る。

科学研究費補助金は、
広く科学の芽を育てる
役割を果たしてきてい
る、日本科学行政の礎
である。これなくして、他
国に先んずる新たな新
発見、新技術の確立は
ありえない。

599

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24150
理科支援員
配置事業

その他

ここまで肯定的な回答
が得られているのであ
れば、今後は、より多く
の小学生に科学の楽し
さを伝えるべく、制度と
しての定着を図る段階
かと思われます。その
ため、直近の事業実施
だけでなく、支援員等の
募集体制も含めたシス
テム整備が着実になさ
れることを希望します。

支援員としての参加、ま
た間接的な技術協力等
で、本施策のような事業
に協力したいと考えてい
る大学関係者は、学生
や退職教員に限らず、
現役の教員や研究員に
も数多く存在するように
感じます。大学として
も、地域社会への貢献
を重視し始めています。
例えば、協力可能な内
容を簡単に登録できる
ようなシステムがあれ
ば、参加への敷居が低
くなり、広範な支援が得
られると思われます。 

大学・
公的
研究
機関 20～ 文部

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ このまま

日本の大学は国際化に
関して他国に遅れをとっ

個人的な話になります
が、私は今現在このプ
ログラムの中で大学院
生として日夜研究に励
んでいます。大学院で
の生活とともにアルバイ
トをして生活費も確保し
なくてはなりません。こ
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600

（独
法・公
設試
等）

29歳 科学
省

24143

ローバル
COEプログラ
ム

推進すべ
き

ています。さらに推進す
べきだと思います。

れ以上補助額を減らさ
れてしまうようではもは
や生活が成り立たなくな
ってしまいます。国の科
学の発展だけでなく、若
者に対する支援として
も、このプログラムをさ
らに推進してほしいと思
います。

56


